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タイ金融危機 が国際 ロジステ ィックスに及ぼ した影響
大 石 芳 裕
1.金融危機の発生
(i`金融 危機の原 因
1997年7月2日,タ イは変動 相場 制 に移行 した。 これ に端 を発 す る同 国の通貨 ・金 融危機
(以下,金 融 危機 と略称)は アジア諸 国 に も及 び,さ らに南米 諸国 や ロシアに まで及 んでい る。
米欧 日の先進 国 といえ ども大 きな影響 を被 ってお り,米 国で はヘ ッジ ・ファン ドの倒 産 や史上
最高 の貿易赤字 な どの経 済変調 が見 られる。 タイ にお け る,こ の ような金融 危機 はなぜ生 じた
の だろ うか。 ここで詳細 を論 じることはで きないが,後 論 と関係 す る限 りにおい て言 及 してお
こ う。 なお,取 り上 げる順序 は必ず しも重要性 の川頁序 を意味す る もので はない こ とに注意願 い
た い。
第1に,世 界 的 な過剰 流動性(ホ ッ トマ ネー)の 存在 が挙 げ られ る。 ホ ッ トマ ネーは,な ん
らかの弱 み を見 せ た国 々 を台風 の如 く嘲弄 した。 まず92年9月 には,イ ギ リス ・ポ ン ドとイ
タ リア ・リラが売 り浴 びせ られ,欧 州為 替相場安定 制度(ExchangeRateMechanism:ERM)
か らの離脱 を余儀 な くされた(96年11月,イ タ リア復 帰)。 つ いで94年12月 には メキ シコ ・
ペ ソが売 られ,同 通貨 は10日足 らず で54%も 切 り下 げ られ た。 その後,ホ ッ トマ ネー は南米
諸 国か らラテ ン系欧州諸 国 を席 巻 した。 それ らが一段落 した後,彼 らは新 た な投機 チ ャ ンス を
狙 って いたの であ る。 タイにお ける短期貸 付 を含 む 「その他 投資 」流入 は93年 の35億 ドル か
ら94年 の88億 ドル,95年 の165億 ドル,96年 の145億 ドル と急 増 したが,あ る フ ァイナ ン
ス ・カンパ ニ ー(FinanceCompany:FC)の救済合併 問題 が取 り沙汰 された後 の97年第2・
四半期 には60億 ドルが流 出 し,第3・ 四半期 には47億 ドルが,第4・ 四半期 には63億 ドルが
流 出 した(図 表 一1参 照)(1)。
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図表一1タ イの国際収支
(単位 百万バーツ)
1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1997年 1998年
Q1 Q2 Q3 Q4 Q1
経常収支 一161,129一203,153一337,641一372,159 一37,143 一52,15i 一81,564 一22,131 118,7091 6,535
貿易収支 一221,675・226,782一373,796・417,647 一84,380 一81,913 一79,893 一25,683 103,109145,615
輸出 921,4331,118,0491,381,6601,37E,9021,790,164352,587353,622478,875605,080620,516
輸入 一1,143,108一1,344,831一1,755,456一1,796,549一1,874,544一434,500一433,515一504,558一501,971一474,901
サービス収支 77,14238,71276,643111,998140,82945,56431,73626,96736,56269,104
所得収支 。35,572一43,496一52,569一85,759一108,496一18,312一34,636 一28,867 一26,681 一24,562
経常移転収支 18,97628,41312,08]19,24914,9042,504 1,229 5,452 5,7196,378
資本収支 265,89E305,851545,12]493,530一178,860 64,243一103,127 一36,283一195,769一127,622
直接投資 39,81021,93529,42235,597112,14313,927 7,48949,43441,29354,186
間接投資 138,15161,924105,25089,724133,9814,27C43,72968,22617,75612,403
株式 67,851一10,165 52,80629,478122,8510,85]23,45068,67519,87524,353
債権 70,30172,20752,49161,28725,813一6,469 20,91112,676一1,305 一10,309
その他投資 87,939221,992410,449368,209一424,984 46,046一154,345一153,943一254,818一194,211
誤差脱漏 一5,975 2,129・27,950 一66,763 一83,207 一14,675 32,321一6,109 一2,66E一44,444
総合収支 一98,791一104,821一179,530 一54,608 299,2102,589152,37064,52379,72E一24,469
外貨輪 高値$) 25.4 30.3 37.0 38.7 27.0 38.1 32.4 29.6 27。0 27。7
ドル期申平均相場 25.319725.149824.915125.343931.372025.862625.899733.010740.715(47.1148
注:1997年,1998年 の 数 値 は暫 定 値
Source:BankofThailand,QuarterlyBulletin,VoL38No.1,March1998,pp.848iおよ びpp. 12-113より作 成
外 貨 準 備 高 はBOT資 料
このす さま じい海外 資本 の流 出入 は,世 界 的 なホ ッ トマ ネーの存在 抜 きに語れ ない。一説 に
よれば,現 在,一 日で動 くホ ッ トマネー は1兆 数千億 ドル に達す る とい う。数百億 ドルの外貨
準備 しか ない途上 国(タ イの場合,96年 末で387億ドル)が この よ うな巨額 なホ ッ トマ ネーに
対 抗 で きるわけが ない。マ レー シアのマハ テ ィール首相 がヘ ッジ ファン ド等 の投機筋 を非難 す
る所以 が こ こにあ る。
第2に,タ イ政 府の金 融政 策が 不適切 で あ った。 自由化 の一 環 と して93年3月 にはバ ンコ
ク ・オ フシ ョア市 場(BangkokIntemationalBankingFacilities.:BIBF)が開設 され大 量 の外
資 を呼 び込 んだ。 自由化 その ものが過 ちで あ るとは言 えないが,BIBFが非居 住者 か ら調 達 し
た外資 資金 を居 住者へ の貸付 で運用す るOut-lr取引 を認 めていた ため,タ イ国内 に大量 の資金
が流入 した ことは問題 であ った。BIBFによる債務残 高 は93年の77億 ドルか ら,94年181億ド
ル,95年275億 ドル,96年312億ドル と拡 大 し,そ の うちOut-ln取引 が94年7月 末133億ドル,
95年9月末258億ドル と大 半 を占める まで になって いる(図 表 一2,図 表 一3参 照)。
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図表一2タ イの対外債務の推移 と、その内訳
1992年 93 94
(単位 億 ドル)
9596
公的債務 130.6 141.7 157.1 164.0 167。0
民間債務
BIBF
銀行以外
242.8
242.9
326.5
77.4
249.1
392.8
18L1
211.7
517.E
275.4
242.2
622.8
311.9
310.9
総 額 373.6 468.2 350.0 6813 789.8
対GDP比(%) 33.5 37.4 38.4 41.6 43.0
資料:タ イ大蔵省
出典:黒 澤(1997),38ページ
図表 一3BIBFのOut-ln取引
1993.12末 1,981億バ ー ツ
1994.07末 3,337億バ ー ツ
1995.09末 6,504億バ ー ツ
出典:田 坂(1996)
(約78億 ドル)
(約133億ドル)
(約258億ドル)
,96-97ペー ジ
しか も,そのような資金が生産投資 に向かわず不動産や株式 ・債券に向かったためバブルを
発生させたのである。その結果生 じたインフレを抑制 しようとして採用 した高金利政策は,一
層外資を呼び込むことになった(2)。資本流入規制や貸出規制を適切に採用せず,不 胎化政策
も不十分で,金 融機関への危機管理指導も不徹底であった(3)。しか も歴史的に政府が危機に
陥 った企業を救済 してきたことが金融機関その他のモラル ・ハザー ドを増長 させ,個 別企業 レ
ベルでの危機管理能力 を麻痺 させて しまった(4)。このような特徴は,韓 国やイ ンドネシアに
も共通 している。
第3に,固 定相場制を堅持 したため輸出競争力が減退 した。タイは金融危機が発生するまで,
他の多 くのアジア諸国同様,実 質的 ドル ・ペ ッグ制を採用 してお り,イ ンフレにもかかわらず
安定 した為替相場(1ド ル=約25バーツ)を 維持 してきた(前 掲図表一1の 最下段参照)。し
かるに,中 国は94年初頭に公定 レー トを外貨調整セ ンター ・レー トに一元化 し,実 質的に対
米 ドル33%切り下げを行 った。また,同 年12月にメキシコがペソを対米 ドル54%切り下げた
ことは,輸 出製品が競合するだけにタイにとって不利であった(5)。さらに,最 大の貿易国で
ある日本の円が95年央 より急速に減価 し,相対的にバーッが増価 したことも影響が大 きかっ
た。 この結果,バ ーッの割高感が高まってい く。実質的固定相場制は他の競合国通貨に対する
増価 をもたらし,輸 出競争力を奪 い恒常的経常収支の赤字 を拡大 した。輸出は,95-96年に
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は そ れ までの2桁 成長 か ら一転 して1.8%減少 し(549億 ドル→538億 ドル),経 常収 支赤 字 も
8.4%増加 した(一134億 ドル→ 一145億 ドル)。対外 累積債 務の財 ・サ ー ビス輸 出額 に対 す る
割 合 は,96年 末 に は120.5%にもな っ てい た。 同割 合 は イ ン ドネ シア で221.9%,韓 国 で
87.8%であ り,こ れら3国 は他 の アジア諸 国 と比較 してかな り悪 い状態 にあ った(図 表 一4参
照)。
図表 一4東 アジア諸国の通貨下落を取り巻 く環境
(単位:%)
通貨の
下落幅
(対米 ドル)
成長率
予測
(98年)
米国との
金利差
経常収支
(対GDP比)
(96年)
累積債務
(対輸出比)
直接投資
残高
(対GDP比)
短期債務
(対輸出比)
(96年)(対GDP比)
韓国
▲33.5 ▲0.8 大 ▲4.9 87.8 2.6 42.6
▲1.0 23.2
台湾
▲15.6 5.0 小 4.0 20.8 6.3 14.2
ア
ジ
ア
N
I
E
s
5.8 10.1
香港
0.0 3.0 小 16.5 15.7 7.2
3.0
▲3.0
(95年) 21.2
シンガ
ポール
▲9.7 3.5 小 15.5 6.5 71.0 1.3
3.0 10.7
インド
ネシア
▲69.9 ▲10.1 大 221.4 25.8 55.3
▲3.0
▲3.5
(95年) 56.7
タイ
▲36.0 ▲4.0～▲5,5 大 ▲7.9 120.5 10.8 49.9A
S
E
A
N
4
▲3.0 50.1
マレイ
シア
▲32.4 2。5 大 ▲4.9 42.9 42.4 11.8
3.5 40.1
フィリ
ピン
▲343 2.5 大 ▲4.2 97.E 9.9 18.9
2.4 48.7
中国
0.3 7.0 大 0.9 71.3 20.7 14.1
7.2 15.6
(出所)IMF"lnternationalFinancialStatistics","WorldEconomicOutlook1998April",アジ ア 開 発 銀 行
"AsianDevelopmentOutlook1998"世界 銀 行"GlobalDe
velopmentFinance1998",OECD
"ExternalDebtStatistics1997"
,国際 連 合"WorldInvestmentReport1997",各国 統 計 な ど よ り作
成 。
出 典 経 済 企 画 庁 『ア ジ ア経 済1998』,44ペー ジ
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第4に,急 速な成長にもかかわ らず,タイの ファンダメンタルズは依然 として脆弱であった。
周知の ようにクルーグマンは,東 アジアの成長は労働 と資本の投入によるもので全要素生産性
(TFP)の向上によるものではないこと,そ れはソ連経済 と全 く同 じであるから早晩 「アジア
の奇跡」(6)は限定的なものになる,と 主張 した(7)。これに対 しては批判が多い。TFPの不
確かな計算 と解釈(8),資本投入 ・労働投入による成長の健:全性(9),一国成長論の危 うさ(10)
な ど,大方,そ の批判は正当である。たとえば,図 表一5に 見 られるように,全 要素生産性の
推計値は論者によって大幅に異なっている。
図表一5全 要素生産性推計の比較
(%) (%ポイン ト)
Young 河井 WorldBank UBS
(1966-90)(1970-90)(1960-89)(1970-90)
韓国 L6(10.9) 1.8(8.6) 3.1(8.4) 1.2to1.5
台湾 2.4(9.6)4.5(8.9) 3.7(8.8) 2.Oto2.3
シ ンガポ ール 一〇.3(8.5) 1.1(7.7) 1.2(8.0) 13to1.6
香港 2.3(7.3) 一 3.6(8.2) 2.2to2.5
タイ 一 1.9(7.0) 2.5(6.8) 1.5to1.8
マ レー シァ 一 1.6(6.7) 1.1(6.3) 0.3toO.9
イ ン ドネシア 一 1.5(6.2) 1.2(5.2)一〇.3to-0.6
フ ィリピ ン 唖 一〇.7(3.6) 一 一
中国 一 L9(7.8) " 一
先進国平均 一 一 一 0.3toO.6
南米平均 一 一 一 一〇.5tc-0.8
出 典:小 峰(1998),17ペー ジ
また,強制投入型のソ連経済と市場 メカニズム型のアジア経済を同一視することもで きない。
なによりも,長 期展望のクルーグマン説で今回の金融危機 を説明できないし,中期的にも彼の
予想ははずれるもの と思われる。ただ,ク ルーグマンが産業 ・社会構造基盤の弱 さに触れてい
る点は正当である。とりわけ,経済成長にもかかわらず労働集約的産業 に特化 した産業構造は,
為替の実質的増価によってその脆弱性 を余す ところなくさらけ出した。 また,地 域による所得
格差,都 市における貧富格差,現 地資本の未成熟 さ,環境問題,バ ンコクの交通渋滞など,タ
イの社会基盤における脆弱性が投機資本の餌食になったことを我々は銘記すべきである(11)。
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(2)金融危機 の結 果
上記 の4要 因 を主 たる原因 として発生 した金融危機 は,タ イに どの ような影 響 を及 ぼ したの
であ ろ うか。
第1に,1997年7月2日,タ イは変動相 場制 へ移 行 した。そ の結 果,バ ー ッは98年初頭 にか
けて対 米 ドルで50%以 上 減価 し,98年1月 には1ド ル=50バ ー ッを超 えた。 その後,持 ち直
し,98年4月 にはUS$1;40バ ー ツに復 帰。9月 よ り増価 し始 め,10月 現在 ではUS$1二
約38バ ー ッにな ってい る(12)。
タイに続 いて他 アジア諸国 も変動 相場 制へ移行 した。結局,マ レー シア ・リンギ もフィ リピ
ン ・ペ ソ も韓 国 ・ウォ ンも,バ ー ッな ど とほ ぼ同様 の 軌跡 を辿 り,大 き く下落 した後,98年
10月現在 で は暴落 前の4割 減 価水 準 に まで回復 してい る。 イ ン ドネ シア ・ル ピアだけが暴 落
前 の6分 の1～5分 の1レ ベ ルに減価 した ま まである。 中国は実需 に基づ かない為替投機 を禁
じてお り,元 相場 は安定 的であ る(図 表 一6参 照)。
図表一6ア ジア主要国の通貨の動向
(97.且.1=正00}
①ASEAN通貨の勘向(対 ドル レー ト》
図 ??
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?
?
、?
?
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イン ドネシア
9'.!197!297/39'!497/597/697!797!897!991!1〔97/1B7!ease/198!298!398!498!598!5〔年!月,
② 中 国 お よび ア ジ アNIEs通貨 の動 向(対 ドル レ ー ト)
(9'.1.1冨ioO》
?
?
?
?
?
?
?
?
国
囲
ンノガポー ル
'
,訟 図
㍊,♪ ∫'へ・囮
ll,・∫㌧ 、ノ膨 ・.「,凸 ●
97!置97!297/397!49i!597/t9'./797/897!997/1〔B7!1H1!且298/198/298!398!498!598〆6(隼!月)
出典:経 済企画庁 『アジア経済1998』,6ページ
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しか し,そのことが元の他 アジア通貨に対する割高感をもた らし,中国が再 び為替切 り下げ
競争に参入するのではないかという懸念が高まっている。中国政府高官は元切 り下げを否定 し
ているが,輸 出競争力の低下度次第では切 り下げの可能性は残 されている。
第2に,タ イの貿易構造が大 きく変化 した。輸出は,1997年10月まで ドル建てで大 きく拡
大 した(97年9月 ・10月は前年比11%強増加)後,急 速に悪化 し,1998年に入 ると毎月ほと
んど前年実績を下回ることになる。輸入はバーツ建てで微増,ド ル建てで約4割 減少 した。輸
入の激減は98年に入 っても継続 している。その結果,貿 易収支 ならびに経常収支は黒字に転
化 した(バ ーツ建てについては前掲図表一1も 参照。貿易に関 しては後で詳述する)。
アジア経済研究所は97年12月に発表 した98年経済見通 しを98年3月末に改訂 している。輸
出は0.2ポイン ト下げて15.4%に,GDPは8.4ポイン トも引 き下げて一3.0%に改訂 した。東ア
ジア諸国の実質GDPと一般物価上昇率の98年見通 しも改訂された。実質GDPでは,イ ンドネ
シアが4.1%の成長 とい う当初の予想から一5.5%に変更された。その結果,ベ トナムを含 む
ASEAN5全体が一1.3%になると予想 されている。NIEsでは台湾,シ ンガポールは堅調な も
のの,ウ エイ トの高い韓国の減速が響 いて2.9%の成長に留まるであろう。一般物価上昇率は
タイ,イ ン ドネシア,フ ィリピン,韓 国で2桁 になるもの と思われ,と くにイ ンドネシアは
40.3%という高率になると予想 されている(13)。
第3に,97年8月5日 にタイ政府は包括的経済再建策を発表 した。その内容 は付加価値税
の引 き上げ,FC42社の営業停止,公 共料金の引 き上げ,均 衡財政の実現,経 常収支赤字の削
減,国 内需要抑制策などである。8月11日,IMF・日本輸出入銀行などを中心 とする総額160
億 ドル(最 終的には172億ドルまで増額)の 支援会合が東京で開催 された。図表 一7は172億
ドルの内訳 を示 している。
図表一7対 タイ金融支援(総 額172億ドル)
(単位:億 ドル)
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10月14日,タ イ政府 は包 括 的金 融再 建 策 を発表 し,金 融機 関へ の外 資 出資 規制 を現 行 の
25%か ら10年 間 に限 り撤 廃 す る こ とに した。 また,金 融 再 建庁(FinancialRestracturing
Authority:FRA)と資 産管理 会社(AssetManagementCompany:AMC)の設 立 も決 まった。
この再 建 策 で,ノ ンバ ンクは 自己資本 比率 を現行の7.5%から15%ま で引 き上げ なけれ ば営 業
再 開が で きず,資 産処 分 され る こ とに なって いる(14)。これ らの 政策 の中 には妥 当な もの もあ
るが,90年 代 を通 して財 政黒 字で あ った タイが均 衡財政 を堅 持 し税金 や公 共料金 を上 げ た こ
とは国内景 気 に対 して デフ レ効 果 を もた ら した。
2.タ イ政府の対応
1997年の通貨危機ならびにその後に生 じた金融危機に対 し,タ イ政府が採用 した政策には
大 きく分けて3つ ある。①財政構造改革,② 金融改革:,③産業構造改革がそれである。紙幅の
関係で①② については簡潔に言及す るにとどめ,③ 産業構造改:革について,と りわけ貿易 と投
資に関連す る事柄 について,や や詳 しく考察することにしよう。
(1財政構造改革
(a)IMFの支援 とコンデ ィシ ョナ リティ
1997年7月29日,タイはIMFの支援 を要請 した。8月11日には東京にてIMF主催の対 タイ
支援国会合が開催 され,8月20日 にはIMF理事会で支援が承認 された。最終的に172億ドル
の支援 とな り,日本 も1国 としては最大の40億ドル(輸 銀 アンタイ ドローン)を 支援 してい
る(前 掲図表一7参 照)。
IMFは財政改革,為 替安定などを中心 とした厳 しいコンディショナリティを課すことで知ら
れている。支援総額172億ドルのうち40億ドルはIMFの救済融資であるが,こ の救済融資 は
コンディショナリティを満た していることを条件に分割で支給 される。その審査 チームも含め,
タイ中央銀行にはIMFのスタッフが数多 く注入 されている。
IMFの基本的方策は,財 政支出を大幅に削減することによって財政収支を均衡 ない し黒字化
し,イ ンフレを抑制 し,為替 レー トを安定化 させることである。このため,増 税,高 金利,公
共事業 の削減など,総需要抑制策が採用 される。タイでは具体的に,下 記の ような財政構造改
革が採用 された(15)。
① 物 品税の引 き上げ(た とえば,自 動車税 は5%の 引 き上 げ。 これまで対象外であった
4ト ン以下の トラックについても課税)
②関税の引 き上げ(た とえば,普 通乗用車は42%を80%に引 き上げた)
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③付加価値税の引 き上げ(7%を10%に)
④公共料金の引 き上げ
⑤徴税 システムの改善
⑥1998年度歳出予算 を当初か ら18.5%カッ ト(8000億バ ーッに。公共投 資は前年比27
%減。)
(b)財政収支の黒字化
タイは1988年以降,財 政収支は9年 間連続で黒字であった。97年こそ経済不振 に起因する
税収の伸 び悩みで赤字に転 じたが,慢 性的な財政赤字に苦 しんでいた南米諸国に対するコンデ
ィショナリティと同様 の条件 をIMFが課すことに疑問 も多い。その是非はともか く,IMF支
援が,97年11月に発足 したチュアン内閣の信任 と相 まって,タ イに対する信頼 を回復するの
に一定の役割 を果たしたことは否定できない。財政構造改:革で財政収支を含 むキャッシュ ・バ
ランスは,図 表一8に 見られるように,97年12月には黒字化 した(16)。
図表一8国 内指数
工業生産指標 民間設備投資 キャッシュバランス 物価指数*1 利子率*2
1997
7月 2.8 4.1 一18 ,710 4.9
8月 一6 .3 2.4 一21,935 6.6
9月 一8 .1 1.2 21,481 7.0
10月 一12 。3 一 〇.4 一17,373 7.2
11月 一13 .9 一 〇。9 一11 ,916 7.6
12月 一8 .4 一2 .1 2,569 7.7 21.73
1998
1月 一15 .9 一5 .0 一3 8.6 18.58
2月 一13 .2 一6 .8 435 8.9
3月 一20 .E 一8 。9 3,154 9.5
4月 一16 .8 一11 .9 4,957 10.1
5月 一17 .4 一14 .6 2,970 10.2 16.40
6月 一13 .5 一16 .9 一1 ,262 10.7 18.58
7月 一13 .9 一19 .6 一10,682 10.0 11.72
8月 一10 ,4 一20 .8 一32,787 7.6 9.81
9月 一8 .9 一22 .2 一51,582 7.0 7.02
10月 一5 .4 5.9 5.35
*1消 費者物価指数(対 前年比)
*2イ ンターバ ンク ・レイ ト(平均)
Source:BOT
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一 方 ,総 需 要抑 制策 と近 隣諸 国の金 融危 機 で国 内生 産 や設備投 資 は減退 す る。93-9E年に
は2.5-2.6%にまで低下 してい た失 業率 も97年に は3,5%に上昇,98年 平均 では4.4%に急 上
昇す る と予 測 され てい る。IMFも98年 に入 っ てそ の姿勢 を転換 させ るよ うにな る。 タイ政府
と合 意 した98年2月24日 の第3次 趣意書(1£tterofIntent:LOI)では,そ れ まで98年度財 政
収支 をGDP比1%黒 字 にする よ う求 めて いた のに対 し,同1～2%赤 字 にす る こ とを認 めて
い る(17)。
ところが,財 政 のキ ャ ッシュ ・バ ラ ンスは98年2月 以 降,5月 まで黒字 化が続 いた。利子
率 も20%超 まで跳 ね上 が り,工 業生 産指数 や民 間設備投 資 は十数%か ら20%も の大 幅減 が続
いて い る。 そ こで,後 に述べ る よ うな度重 な る投資促進 策や輸 出奨励策 が打 ち出 され,6月 以
降の キ ャ ッシュ ・バ ラ ンスは赤 字化 す る。 その結果,98年 夏 過 ぎか らい くつか の指標 は改 善
を見せ 始め てい る。工 業生産 指標 は相 変 わ らず前年比 マ イナ スであ るが,8月 の一10.4%から
9月 に は一8,9%に,10月には一5.9%に低 下 してい る。指数 的 には3カ 月連 続 の上 昇 とな る。
物価 指 数 は7月 の対前年 比10.0%上昇か ら8月 には7.6%に,9月 には7.C%,10月には5.9%
に低 下 して いる。利子 率 も7月 にはす で に11.72%にまで下 が ってい たが,8月9.81%,9月
7.02%,10月5.35%と急速 に低 下 してい る。利子率 の低 下が即 ク レジ ッ ト ・クラ ンチの解消 を
意味 す る もので はないが,少 な くと も流 動性 を提供 で きる条件 は整 いつつ ある。
(2)金融改革
東京でのIMF主催 ・対タイ支援国会合に先立つ8月5日,タ イ政府はIMF等融資の前提 と
なる 「包括的構造改革 プログラム」を閣議決定 し,同時に危機に陥ったファイナンス ・カンパ
ニー(FC)42社を営業停止 した。この数値は後に58社まで引 き上げられる。9月8日 には,
このFC58社についての再建ガイ ドラインや,外 資規制強化などからなる新 たなバーッ安定化
政策,預 金準備率引き下げなどからなる流動性改善策が発表 された。そして,10月14日には
金融セクターの建て直 しや財政収支の改善を目的とした 「金融再建策」,ならびに外資規制の
緩和,課 税ベースの拡大 による増収策 を内容 とする 「経済再建策」が発表 された。 しか し,こ
のような一貫 しないチ ャワリット内閣への不満が増大 し,11月6日,チ ャワリット首相が辞
任する。す ぐさま民主党党首チュアンを首班 とする内閣が8党 連立で組閣 された。
チュアン内閣は,12月8日には営業停止中のFC58社中,56社を閉鎖 ・精算処分 にした(18)。
全FC91社中,実 に6割 以上が閉鎖されたことになる。そ して,FC再建の指導 ・監督 を行 う金
融再建庁(FRA)とFC不良債権の買収 ・売却 を担当す る資産管理会社(AMC)を 新たに設立
す る。一方,FC56社の優良資産の売却 に参加する目的でラタナシン銀行(RadhanasinBank
PCL)が,1998年1月,政府の全額出資で設立 され,3月16日,開 業 している(19)。
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さらに,経 営状況の比較的良好 なFC33社と商業銀行15行に対 しては,下 記の ような措置が
採 られている(20)。
①外資出資比率規制の緩和(10年を限度に外資出資比率50%以上可)
②1年 間の株式無配許可
③貸付 ・引当基準の厳格化
④預金者の保護(金 融機関開発基金 による保証)
⑤経営難の際の中銀の介入
⑥不良債権基準および資本貸付比率基準の強化(国 際標準への整合化)
(3)産業構造改革
(a)産業構造改革の重要性
1997年夏以降の金融危機において,打 開策の中心は金融改革 に置かれて きたように思われ
る。確かに,短 期的には不良債権の処理 と流動性の確保が重視 されなければならない。そのた
めには金融機関の健全性 を検証 し信頼性を回復することが大切である。また金融機関の安定と
適切な資金流動は,身 体における血液の役割 を果たすので長期的にもきわめて重要である。
しかし,金融危機の第4原 因にも挙げたように,産 業構造問題は金融危機打開の根本的課題
である。産業構造 を改革 し,労働集約的産業構造から技術集約的 ・資本集約的産業構造への脱
皮 を図らなければならない。そ うでなければ,為 替相場が再びバーツ高に振れたとき,中国そ
の他の途上国企業 との価格競争に陥 り,不利な立場 に立たされるであろう。 また,内 需と輸出
というバランスの とれた経済発展 を達成す るためにも,非価格競争力を保持 した体制に転換 し
てお く必要がある。 しかるにIMFの方針の中には,国 際競争力 の回復や産業構造の改善とい
った考 えは入っていない(2D。たとえ産業構造改革が必要であると認識 したところで,IMFの
スタッフにはそのための経験 も知識 も権限 もない。せいぜい財政赤字や金利引 き下げを容認す
るくらいであろう。産業構造改革にはIMF方式 とは異なったアプローチが必要である。
産業構造改革の柱は,輸 出競争力の強化 と海外からの投資促進である。両者は,相 互に深 く
関連 している。国内投資と需要がともに激減 している状態では,輸 出を拡大するほか投資を刺
激 し雇用を維持する手段がない。 しか しなが ら,輸 出の主要な担い手は外資系多国籍企業であ
り(22),外資系多国籍企業の投資を促進 しなければならない。輸出競争力強化 と海外投資促進
は車の両輪の働 きをしているのである。もっとも,輸 出競争力強化は投資の拡大によるばか り
でな く,国営企業の民営化,農 業 ・農産物加工業の育成,現 地サポーティング ・インダス トリ
ーの育成,人材の育成,R&D・ デザイン ・マーケティングの強化,な どにも大 きく依存 して
いる。
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説明手順 を簡便にするために,ま ず海外投資促進策から検討 しよう。
(b)海外 投資促 進策
海外 投 資 に 関 わ る基 本 規 制 と して,タ イ には1972年制定 の 「外 国 人企 業 規 制 法(Alien
BusinessLaw:ABL)」と,タ イ投 資委員 会(BoardofInvestment:BOI)が認可 する外資条 件
とが あ る(23)。
外 国人企 業規 制法は,商 業,サ ー ビス業,な らびに一部 製造業(例:製 薬,製 糖,衣 料製造
な ど)で は現 地資本 が過半数 で なければ な らない と規定 して いる。 この法律 は現地 資本保護 の
ため の外資 規 制 であ り,規 制の対 象 となった産業 は主 と して伝統 的産業 で ある。 したが って,
同法以 降 に発 展 して きた電子 ・電気 産業や 自動車産業,化 学産業 な どの分野 は規制対 象外 であ
り,外 資 は100%所有 がで きるこ とになってい る。
一方 ,BOIの外資規 制 は,奨 励企 業(BOI-PromotedProject)に免税 な どの特典 を与 え る代
わ りに現 地資本 と合弁 しなければ な らない よ う規制 した り,産 業 の少 ない地方 を振興 する ため
に地方 で の工場 設立 を有利 に した り,生 産額 の一定割 合 を輸 出す る義務 を課 した りして いる。
この ため,タ イ全土 をバ ン コクお よびその周辺(第1ゾ ー ン),バ ン コク近郊(第2ゾ ー ン),
地方(第3ゾ ー ン)と い う3つ の ゾー ンに分 けて,さ まざ まな イ ンセ ンテ ィブ を与 えた り規制
を加 えた り して いる。原則 と して,国 内販 売 が50%以 上 の場合 には現地 資本 が過半 数 を占め
る必 要が あ る。 輸 出割 合 が50%以 上 の場 合 には外 国 資本 が過半 数 を占め る こ とも認 め られ,
輸 出割合 が80%以 上の 場合 に は外 国資本 が100%を 占め るこ とも可 能で あ る。金 融危機 以 降,
これ らの 規制が 緩和 されつつあ る。
加 え て,タ イ工 業省(MinistryofIndustry:MOI)の外 郭 団 体 で あ る タ イ工業 団地 局
(lndustrialEstateAuthorityofThailand:AEAT)が関 わる工 業団地 が全国56ヵ所 ある(24)。工
業団 地(lndustrialEstate)を所有 ない し管理主体 か ら区別 す る と,①IEATが 所有 し管理 す る
もの,②IEATと 民間デベ ロ ッパ ーの合弁 団地,③ 民 間 デベ ロ ッパ ーが開発 し所有 し管理 す る
もの,と い う3つ の ものが あ る。工 業団地 の 中は,主 と して次 の2種 類 に区分 されて いる。す
な わち,一 つ は一般工業地 域(GeneralIndustrialZone:GIZ)。ここで は国内 向け ・輸 出向け
製品 の製造 がで きる。 もう一つ は輸 出加工 区(ExportProcessingZone:EPZ)。その名 の とお
り,こ こでは輸 出向け製 品のみが 製造で きる。EPZを付置 す る工業 団地 の多 くには通関 を速 や
か にす る ための税 関が置か れてい る。
海外投 資促 進策 と して採用 され た措 置 には以下の よ うな ものが ある。
(b-1)1997年に発 表 され た主 な海外投 資促進 策(25)
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・輸出30%規定の廃止
輸出品製造のために利用 される原料輸入にかかる輸入税 を免 れるためには30%の輸出が義
務づけられていたが(投 資促進法第36項の1),これを廃止する。1997年10月27日以降有効。
・完全 所有許可
外 国人 は,第1ゾ ー ン ・第2ゾ ー ンに位置 す る既 存の製造 プロジェ ク トにおけ る株 式の全て,
あ るい は過半 数 を取 得 す る こ とが で きる。 これ には既 存 の タイ側 株 主 の同意 が 必要 で ある。
BOIはケース ・バイ ・ケースで認可 す る。1997年10月27日以 降有効。
・土地取得許可
BOI認可企業には,住 居ならびに事業目的のための土地を所有する資格を与える。土地の広
さは目的によって異なる。
オフィス目的:5ラ イ未満
重役または専門家のための住居 目的:10ライ未満
労働者のための住居 目的:20ライ未満
・永住権の付与
ある一定額の投資を新 しく行った外国人等 には永住権を与 える。投資すべ き最低金額は,海
外直接投資の場合 で1000万バーツである。政府債権や国営企業債権あるいは分譲マ ンション
(有価証券や資産)へ の間接投資の場合は,以 下のとおり。
投資家本人 二800万バーツ
その伴侶:600万バーツ
20歳以下の未婚扶養家族:そ れぞれ200万バーツ
そのほか,技 術 ノウハウや特殊技能 を有 し,年 間所得1万 ドル以上,年 齢25歳超の外国人
と,技 術 ノウハウや特殊技能を有 し,年 齢20歳超の市民権 を変更 してタイ国民になった人,
にも永住権が付与 される。 申請は2000年5月13日までに提出されねばならない。
・サ ー ビス向上
このほか,BOIは 以 下の ようなサ ー ビス向上 に努 め てい る。
*派 遣 社 員 に 関 す る サ ー ビ ス を 素 早 く行 う た め に,外 国 人 専 門 家 サ ー ビ ス 課
(ForeignExpertServicesUnit:FESU)を1997年8月新設 した。
26経 営 論 集 一
*貿易や投資 を支援するサポー ト・オフィスに非課税特権 を与える。
*主要な自動車組立企業や電子組立企業に対 し,サ プライヤー ・ッアーを定期的に開催す
る。
(b-2)1998年6月10日発表 の海外投 資促進 策(26)
・外国人企業規制法の改正
タイ製品の輸出 に大 きな役割 を果た している外国企業 を奨励するために,外 国人企業規制法
(ABL)は改正 されることになる。 また,BOI認可外資系企業が タイ製品輸出を促進する事業
に従事できるような政令が発行 されるであろう。
・外国企業 による ビル購入促進
資格ある外国企業が,あ る一定数の既存 ビルをよ りいっそう購入できるような環境整備が一
定期間内に実施 される。BOI投資促進法や外国人企業規制法が,こ の目的を達成するために,
ごく近い将来,用 いられる。
(c)輸出競争力強化策
金融危機以後,タ イ政府が採 った輸出競争力の強化策 には下記のようなものがある。
(c-1)1997年に発 表 された主 な輸 出競争力 強化策(27)
・生産増強可
BOI認可企業は,投資認可書に規定 されたレベルを超えて生産能力 を増強することができる。
しかも,増 産分については法人税免除の申請 をすることができる。1997年10月27日以降有
効。
・設備拡張可
第1・ 第2ゾ ーンに位置 してお り,かつ タイ経済に大 きな貢献 をしている(例:雇 用創造な
り外貨獲得な りで)既存企業は,過 去 に認可 されたプロジェク トを同一敷地内で拡張 をすれば
法人税が免除 される。たとえその拡張プロジェクトが他の地域に配置 しなければならない場合
でも,同 一敷地内での拡張可能。1997年10月27日以降有効。
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・更新機械輸入税免除
繊維,靴,食 品加工の3部 門におけるBOI認可企業 は,高 度技術 を利用 した機械を更新目
的で輸入する際の輸入税を免除される。ただし,機械は許可 されてか ら2年以内に輸入 されな
ければならない。
・原料 や不可欠材料輸入税免除の更新
投資促進法第36項の1の 恩典(輸 出品製造のために利用 される原料や不可欠材料 を輸入す
る際にかかる輸入税の免除特典)を 得ているBOI認可企業で,そ の恩典の満期が きているも
のは,再 び恩典の申請ができる。輸出品製造のために利用 される原料や不可欠材料を輸入 して
いる企業に与えられる免税期間は,第1ゾ ー ン ・第2ゾ ーンで1年 間,第3ゾ ーンで5年 間で
ある。1997年10月27日以降有効。
・農業ならびに農業製品製造業のための機械輸入税免除
少なくとも売上高の80%以上 を輸出 している農業 ならびに農業製品製造業における投資プ
ロジェク トは,そ のロケーシ ョンに関係な く,機 械輸入のための税 が免除 される。申請は
1999年12月31日までに提出 されねばならない。1997年10月27日以降有効。
・サ ポーテ ィ ング ・イ ンダス トリーの育成
サ ポーテ ィ ング ・イ ンダス トリー19業種(28)にお ける投資 プ ロジェ ク トは,そ の ロケ ーシ ョ
ンに関係 な く,8年 間の法人所得 税免 除,お よび機 械輸 入税免 除が与 え られ る。 また,こ れ ら
の プ ロジ ェク トにお ける株式 の すべ て,あ る いは過半 数 を外 国人 は取 得 で きる。97年2月 に
指 定 されて いた14業種 に,今 回,機 械,測 定機器,ABSブ レーキ ・シス テ ム,電 子制 御燃料
噴射 シス テム,触 媒 コ ンバー タ基 質 の5業 種 を追加 した。 申請 は1999年12月31日まで に提 出
されね ばな らない 。1997年10月27日以 降有 効。
・特定61業種(29)の機械輸入税免除
第1ゾ ーンない し第2ゾ ーンに位置するBOI特定61業種における投資プロジェク トは,機
械輸入の際の輸入税を免除 される。1997年6月に設定 した特定業種 に,今 回は26業種 を追加
した。1997年10月27日以降有効。
(c-2)1998年6月10日発 表の輸 出競 争力強 化策(30)
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・ロケーション規制の緩和
輸出奨励企業は,今 やいかなるゾー ンにで も立地できる。それらは,そ れぞれのゾーンの既
成基準に沿ったインセンティブを享受できる。この緩和措置は1999年12月31日まで有効であ
る。
・ハイテク更新機械輸入税免除
主 として輸出向け製品の製造を行 っている企業は,ハ イテクを使用 した更新機械の輸入の際
にかかる輸入税を免除される。この認可は1999年12月31日まで有効である。
なお,こ の措置は98年8月13日発表の追加政策で,第1ゾ ー ン ・第2ゾ ーンに立地する主
として輸出向け製品の製造 を行っている企業 については機械一般 に拡張された(31)。有効期間
は同 じ。
設備拡 張 ガイ ドライ ンの発表
同一敷 地 内で設備 を拡張す るプ ロジェ ク トに関す るガイ ドライ ンが発 表 された。 プロ ジェク
トは,少 な くと も売上 高 の80%以 上 を輸 出 し,か つ雇用 者 を500名以上 ない し既 存 数の50%
以上 増加 させ なけ れば な らない。 この基準 を満 た した企業 は,第1ゾ ー ンに立 地 してい る場合
は3年 間,第2ゾ ーン(工 業 団地IndustrialEstateや工業 地域lndustrialZone以外 に立地 して
い る こ と)の 場合 は5年 まで,法 人税 が免 除 され る。BOIへの 申請 は,1999年12月31日まで
に提 出 されね ばな らな い。
農業関連研究事業
BOIは公的機関および民 間機関と協力 し,
可事業 に加え られるか検討する。
どのような農業 ないし農業関連 ビジネスがBOI認
・人材育成/R&D/環 境保護研究事業
BOI認可企業が,よ り高度な人材育成を行い,R&Dレ ベルを上昇させ,環 境保護対策を広
範 に実施するような措置を決定する研究事業 を開始する。もし既存の法律の修正が必要 ならば,
速やかに修正されなければならない。
(4)サターバン方式(32)
タイ工業省 は,1998年8月,産業構造改革計画立案に着手する。まず首相 を委員長 とす る
「国家産業開発委員会」 を設置 し基本方針 を検討 した後,そ の実行機関 としてソムポップ工業
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副大臣を長とする 「産業構造改善検討特別委員会」を発足 させた。1998年1月には計画要綱
が閣議決定されている。
この計画要綱の内容は以下の3点 である。第1に,輸 出競争力の強化。 まず,輸 出競争力が
低下 している産業(例:繊 維,靴,食 品加工,家 具,宝 石など)と,今 後輸出の増大が期待で
きる産業(例:電 子,自 動車部品,金 型など)を 特定 し,前者には老朽設備の更新 と生産性向
上のための支援を提供 し,後者 には技術力向上 と労働技能開発のための支援を提供する。第2
に,特 定産業 を地方 に分散 させ,中 小企業を育成すると同時に,地 方で雇用を創出する。そし
て第3に,以 上の計画を実施するため に,官 民共同機 関として 「開発研究所」(サターバン)
を業種別に新設 し,各産業の改善を担当させる。
このように,官民が共同で政策に関与する仕組みを作ったのは,タ イでは今回のサ ターバン
がはじめてであった。サ ターバ ンは政府機関ではないので活動の機動性が保証 され,ス タッフ
の徴募 も公務員の低 い給与水準に従う必要はない。立ち上げの資金は政府が拠出 し,運営費は
業界団体が会員から徴収 して負担する,と い う方式を採る。すでに繊維,食 品加工などの分野
で導入されているが,今 後,拡 大 してい くものと思われる。図表一9は,繊 維産業におけるサ
ターバン方式 を例示 している。
図表一9サ ターバン方式の例
繊維産業関連の業界団体
① タイ繊維工業協会
(TrMA)会長
② タイ化合繊協会会長
③ タイ織物協会会長
④ タイ絹織物協会会長
⑤ タイ染色仕上げ協会会長
⑥ タイ産業連盟代表
⑦ タイ産業連盟傘下、繊維
部会会長(事務局長)
繊維関連の政府官庁、機関
タイ繊維産業開発研究所
ThaiTextile
Development
Institute
(サタ ー パ ン)
↑
①工業省工業促進局長
②工業省工場局長
③商務省輸出促進局長
④商務省対外貿易局長
⑤技術環境省代表
繊維産業関連の銀行
①バンコク銀行取締役
政府関連の金融機関
その他有識者 ①タイ産業金融公社代表②タイ輸出入銀行代表
出典 末廣(1998b),39ページ
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このサターバ ン方式が順調に運営 されるためには,さ まざまな課題 を乗 り越えなければなら
ないが,IMFや世銀の経済政策に産業構造改革案が含まれていない以上,タ イ自身が産業構造
改革に真蟄に取 り組む必要があろう。日本 も積極的な役割を果たすべ きである。すでに日本 は,
97年10月のチャワリット首相訪 日の際,当 時の橋本総理 より,産業競争力の強化およびタイ
が発表 した 「産業構造調整事業」 に対する協力 として,以 下のような施策を表明している(33)。
①貿易保険スキームの拡充
・短期策:海 外事業貸付保険,前払い輸入保険
(今後2年 間で総額10億ドルを引受)
・中長期策 二産業高度化や民間の資金 ・技術を活用 したインフラ整備
(経済構造調整期間中の今後数年間で総額70億ドルを引受)
②専門家の派遣
世銀,ADBによる構造調整の一環 として3年 間で約1000名を派遣
その後 も,総額300億ドル支援のいわゆる 「宮沢 プラン」など,支 援の姿勢 は続いている。
日本経済 も苦 しい状況 にあるが,タ イならびにアジア諸国を支援することは,ア ジア全体の活
性化につなが り,ひいては日本経済にもプラスになるであろう。
3.貿 易 と投資のマクロ指標
(1)貿易 構造 の変化
(a)為替相 場
図表 一10は,1997年7月 以 降の主 要対 外指 標 を表 す。 まず,為 替相場(平 均)は97年6月
以 前 のUS$1=約25バ ー ッか ら7月 には約30バ ー ッに下落 し,12月 に は約45バ ー ツに,98
年1月 には約53バ ーツに と大 幅下 落 を記 録 した。 しか しなが ら,98年2月 か ら,バ ー ッ価値
は一 転 してUSド ル に対 して上 昇 し,2月 約46バ ー ッ,3月 約41バ ー ツへ と増価 して い る。
そ して,3～9月 と40バーッ を挟 んで やや安 定 していた が,10月 か らバ ー ツはい っそ う上 昇
して いる。12月18日の平均為 替相場 はUS$1=36.58バー ッ であ る。
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図表一10対 外指標
輸出(ドル建)
前年比(%)
輸入(ドル建)
前年比(%)
貿易収支
(百万ドル)
経常収支
(百万ドル)
国際収支
(百万ドル)
対外準備
(10億ドル)
為替相場
ωS$・B曲t)
1997
7月 7.9 一8 .7 一528 一387 一1 ,706 30.4 30.16
8月 2.2 一13 。3 一546 一413 一4 ,508 25.9 32.41
9月 11.5 一12 .2 219 81 3,674 29.6 36.21
10月 11.7 一24 .5 622 701 1,566 31.3 37.48
11月 0.8 一30 .4 844 997 一4 ,716 26.3 39.22
12月 7.7 一27 .9 1,028 1,174 1,038 27.0 45。20
1998
1月 一7 .9 一45 .1 869 1,229 一364 26.7 53.74
2月 3.2 一36 .1 1,140 1,502 一577 26.2 46.21
3月 一3 .5 一37 .6 1,119 1,479 1,714 27.7 41.25
4月 一2 .0 一39 .1 633 850 1,806 29.5 39.42
5月 一12 .1 一39 .7 949 1,020 一1 ,869 27.5 39.14
6月 一3 .1 一35 .9 928 853 一80f 26.6 42.36
7月 一3 .8 一3] .9 970 1,184 266 26.8 41.19
8月 一11 .? 一38 .3 935 1,123 一176 26.7 41.58
9月 一10 .3 一32 .3 1,242 1,103 376 27.3 40.41
10月 一12 .5 一25 .0 1,109 n.a. 342 28。5 38.14
Source:BOT
(b)輸出
この結 果,輸 出(ド ル建 て)は,97年7月 か ら10月にか けて好調 に推 移 した。 と くに,9
月 と10月には対前 年比11%超 の増加 を記 録 してい る。 これは タイが アジ ア諸 国の 中で ももっ
と も早 く通 貨危機 に見 舞わ れたため,一 時的 に有 利 な立場 にたった ことを表 して いる。
しか し,輸 出の伸 び は11月には0.8%に減速 し,12月には7.7%と持 ち直 した ものの,98年
に入 る とほ とん どの月 で前 年比 マ イナス とな って いる。 これ は,98年 に入 ってか らの タイ ・
バ ー ツの ドル に対 する増価 や,ア ジア諸 国通貨 の切 り下 げで タイ製品 の価 格競争 力が弱 まった
こ と,主 要 輸 出先 で あ る 日本 やASEAN諸 国 の景気 が低 迷 して い る こと,な どが原 因で ある。
図 表 一11に見 られる ように,日 本 への輸 出 は,97年 第2・ 四半期 な らび に第3・ 四半 期 には
総輸 出額 の15%超 あ った ものが,第4・ 四半期 以 降,13～14%台 に下落 してい る。
32 一 経 営 論 集 一
図表 一11地 域別 輸 出入
(百万バーツ) (%)
1997年 1998年 1997年 1998年
Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2
輸出総額 363,258481,134601,502647,109527,450100.0100.0100.0100.0100.0
日本 55,95772,79683,45191,45370,81115.915.113.914.113.4
米国 68,885102,26121,873134,027115,36219.021,320.320.721.9
欧州 55,57375,575103,644117,12693,89815.315.717.218.117.8
ASEAN 71,73086,619106,359105,1681,54619.i18.017.716.315.5
輸入総額 445,632500,66525,809515,947429,414100.0100.0100.0100.0100.0
日本 115,518125,544129,890124,796102,02325.925.124。7 24.223.8
米国 59,77958,06382,04979,78157,21413.411.615.615.513.3
欧州 65,36371,10168,07769,20554,47814.714.212.913.412.7
ASEAN 57,47360,15465,82269,66860,44012.912.012.513.514.1
Source:CustomsDepartment
また,ASEAN向けの輸出 も,97年第2・ 四半期には総輸出額の19.7%を占めていたのに,
その構 成比は徐々に低下 し,98年第2・ 四半期 には15.5%にまで低下 している。 ちなみに,
米国向け輸出構成比はほとんど変化 していないが,欧 州向け輸出構成比は97年第4・ 四半期
以降,そ れまでより2ポ イン トほど上昇 し約18%を占めるまでになっている。これは,欧 州
の景気の良さに支えられた ものである。
加えて,輸 出低迷の背景 にはタイ製品の品質競争力がいまだ脆弱であるということが横 たわ
っている。このため,前 項で述べたような輸出競争力強化 を中心 とする産業構造改革が継続的
に行われているわけである。ただ,前 掲図表一10で見る限 り,輸出に関 しては,98年10月頃
までそのような産業構造改革の成果は表れていないようである。
輸出を財別に見ると(図 表 一12参照),97年第2・ 四半期か ら98年第2・ 四半期 まで,そ
れぞれの分野の構成比はほとんど変化 していない。
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図表 一12輸 出(財)
(百万バーツ)
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(%)
1997年 1998年 1997年 1998年
Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2
輸出総額 363,258481,139601,502647,109527,450100.0100.0100.0100.0100.0
農産品 37,81150,07156,95869,53646,23310.410.4 9.5 10.7 8.8
魚類 15,01819,88524,47125,57920,0614.1 4.1 4.1 4。0 3.8
鉱物 3,728 4,799 5,065 6,545 4,4241.0 1.0 0.8 1.0 0.8
製造業品 299,231396,532494,264523,71436,64782.482.482.280.982.8
繊維 30,32940,23548,99849,59544,9458.3 8.4 8.1 7.7 8.5
コンピュー タ類 40,72061,12182,31987,32669,31111.212.713.713。5 13.1
集積回路類 16,16720,48322,66926,75921,8204.5 4.3 3.8 4.1 4.1
電気製品 29,62835,25640,72947,25440,7918.2 7.3 6.8 7.3 7.7
輸送機器類 5,694 9,95112,18611,80 12,0931.6 2.1 2.0 1.8 2.3
Source:CustomsDepartment
比較的景気が良いと言われる農産品などは,若 干ではあるがその構成比 を低下させ ている。
タイの地方経済は,農 産品価格の上昇などで,バ ンコク首都圏に比較 し金融危機 の影響が軽い
と言われている。 また,そ のような相対的に景気のいい地方経済が都市失業者を吸収 している
とも言われている。 しかしなが ら,輸 出から見る限 り,農業 を中心 とした地方経済が相対的に
しろ良好な状態 を続けてい くことは困難であるように思 われる。98年のタイ全土の失業率 は
97年より0.8ポイント上昇 して,4.4%になると予想 されている。
製造業品が輸出総額の8割 以上 を占めるとい う構造は,金 融危機以降 も変化 していない。 し
かも,製 造業品の内訳 を見て も,構成比はほ とんど変化 していない。これは,も ともと輸出向
けであった電子部品などがバーッ減価を好機 として輸出を増大 させただけでなく,も ともと国
内市場向けであった輸送機器類(部 品を含む)が 稼働率を維持するために輸出に積極的に取 り
組んだためである。97年第2・ 四半期 と第4四 半期 を比べても,バ ーツ建てで コンピュータ
類が2倍 に増加 しているが,輸 送機器類 もやはり2倍 に増加 している。この結果,製 造業品内
の構成比が余 り大 きく変化せず,か つ製造業品の輸出総額に占める構成比 も余 り変化 しなかっ
たと考えられる。
(c)輸入
前 掲図 表 一10の苅外 指標 を見 てい ただ きた い。金融 危機 以降,輸 入は対 前年 比で マ イナ ス
を続 けて いる。 しか も,97年7月 は対 前年 比 一8.7%であ った ものが,8月 ・9月 は一10%台
にな り,10月は・20%台,11月は一30%台 に時 間 とともに落 ち込み が激 しくなってい る。そ し
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て,98年 に入 って も一30%台 が続 い てい る。
97年11月25日に出 され た第2次 趣意 書(LOI)に お いて は,輸 入 も落 ち込 みがや や悪化 す
るであ ろ うと予測 され,予 想数値 が改訂 され た。それ で も97年度 の輸 入は 一9.3%(一一6.1%)
に過 ぎない と楽観視 され てお り,98年度の輸 入は0.2%のプラス に転 じるだろ う と予 測 されて
い た。 ところが98年は対前年 比30～40%の マイナス になったので あ る。
これ は,第1に バー ツ滅価 によって輸入価 格が上昇 し,輸 入 が困難 にな った か らで ある。図
表 一12の財 別輸 入実績 を見 て も,97年第2・ 四半期 の輸 入額 と98年第2・ 四半 期の輸 入額 は,
と もに4000億バ ー ツ台前半 で ほ とん ど変化 が ない。
図表 一13輸 入(財)
(百万バーツ) (%)
1997年 1998年 1997年 1998年
Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2
輸入総額 445,632500,66525,809515,947429,414100。0 100.0100.0100.0100.0
消費財 46,63854,11958,50159,58647,97910.510.811.111.511.2
非耐久消費財 19,35822,02522,32222,94218,2314。3 4.4 4.2 4.4 4.2
耐久消費財 27,28032,09436,17936,64429,7486.1 6.4 6.9 7.1 6.9
原材料 116,712134,94E128,957130,840124,25926.227.024,525.428.9
資本財 213,480243,936270,828277,035207,96E47.948.751.553.748.4
その他 68,80267,66967,52348,48649,21015.413.512.8 9.4 11.5
自動車 ・部品 20,16714,23E 7,340 3,939 4,9584.5 2.8 1.4 0.8 1.2
原油 32,00934,06146,75530,07031,0917.2 6,8 8.9 5.8 7.2
Source:CustomsDepartment
む しろ,そ の間 には5000億バ ー ツ台 に上 昇 さえ してい る。為 替相場 がUS$1=25バ ー ツか
らUS$1=40バ ー ッに なっ た とい うこ とは,60%の 減 価 で あ る。US$1=35バ ー ツで も
40%の減価 にな る。輸 入額 はバー ツ建 てで不変 で も,ド ル建 てに直す と40～60%も 減少 して
い るこ とになる。
第2に,国 内需要の 減退 が輸 入 を抑止 している。 国内需 要は最終需 要(消 費財)と 中間需 要
(生産財)が あるが,電 子 部 品やICな どの よ うな輸 出向 け資本財 の一部 を除 き,ほ とん どの分
野 で輸 入 が停 滞 してい るQ図 表 一13を見 て も,消 費 財,原 材 料,資 本財 な どの構成 比 が ほ と
ん ど変化 してい ないこ とが わかる。唯一 例外 は 自動 車 ・部 品であ り,国 内需 要の大幅 な落 ち込
み で,輸 入が絶 対的 に も相 対的 に も急減 して いる。
地域 別輸 出 入 を表 す前掲 図表 一11に よれば,金 融 危機 後,日 本 か らの輸入 が相対 的 に減少
した こ とが分 か る。 日本 か らの輸 入 は,98年 第2・ 四半 期 に おいて さえ23.8%と輸 入総 額 の
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約4分 の1を 占めてい るが,1年 前 と比べ る と構成 比は2ポ イン トほ ど縮小 して いる。米国の
構 成比 は変 わ らず,欧 州の構 成比 も2ポ イ ン トほ ど縮 小 して いる。一 方,ASEANの 構 成比が
若干拡大 している。 これは,通 貨 下落 国か らの輸 入が有利 に なった こと とや(通 貨下 落率が も
っ と も激 しい イ ン ドネ シア がASEANか らの 輸 入 に 占め る構 成 比 は,97年 第2・ 四半期 の
11.9%から98年第2・ 四半期 の15.6%へ上昇 して いる),98年2月 にな って適用 申請 が初め て
認可 され たアセ ア ン産 業協 力計 画(ASEANIndustrialCooperationScheme:AICO)のお陰 で
あ ろ う。 ただASEAN向 け輸 出 は停滞 してお り,AICOの よ うな地 域統 合 が タイの輸 出入 に ど
の ような影響 を及 ぼす か について判断 を下す ため には,今 しば らく推移 を見 守 る必 要が ある。
(d)国際収支
対外指標を示す前掲図表一10を再度 ご覧いただきたい。貿易収支 は,97年は輸出の増大 と
輸入の落 ち込みのために,98年は輸 出の落 ち込み を上回る大幅な輸入の落 ち込みのために,
黒字化 している。97年9月以降,一 度 も赤字 になることはな く,毎 月10億ドル前後 の貿易黒
字を計上 している。この結果,経 常収支 も97年9月か ら黒字.にな り,以後,毎 月10億ドル超
の黒字 を計上 している。ただ,国 際収支は資本収支の変動が大 きく,資本収支赤字が経常収支
黒字をカバーできない場合 にはマイナスになっている。96年まで黒字であった国際収支は,
97年一転 して大幅赤字になった。98年は,10月までの累計で7億1000万ドルの黒字 となって
いる。9月 ・10月と3億 ドルを超す黒字を計上 しているが,現 在の時点では98年通年で黒字
化するか どうか微妙なところである。98年は国際収支がほぼ均衡化 したので,対 外準備は260
億 ドルを下回らずに済んだ。
今後 もこのような傾向が続 くとは断定できない。98年に入って対 ドル ・バーッ相場は上昇
しているため,輸 出は抑止 され,輸 入は促進 されるだろう。 さらに,輸 出入は為替相場ばか り
でなく内外の経済状況によって大 きく左右 されるため,日 本経済や他のASEAN諸国経済の復
興が遅れると輸出が減退することになる。欧州や米国の景気のよさもいつまでも続 くとは考 え
られない。中国は現在のところ為替切 り下げを否定 しているが,国 内の顕在的 ・潜在的失業者
救済や8%経 済成長率達成のために,い つ切 り下げて くるか予断を許さない。為替に大きく左
右されない安定 した国際競争力 を確保するためにも,産業構造改革や金融改革は今後も継続 し
て実施する必要がある。
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(2)投資実績
(a)総額 の推 移
図表 一14は,海 外 か らの 直接 投資(ForeignDirectInvestmentFDI,ネッ ト ・フ ロー,
国 ・地域別)を 示す。
図表 一14国 ・地 域別海外 直接投 資(ネ ッ ト ・フロー)
(百万バーツ) (%)
1995年 1996年 1997年 1998年 1995年1996年 1997年1998年
Q1 Q2 Q1 Q2
海外直接投資緬 49,887.057,472.0117,689.048,872.055,610.0100.0100.0 100.C100.0100.0
日本 13,855.813,250.342,380.013,575.019,741.027.8 23.1 36.0 27.8 35.5
米国 6,471.210,870.025,837.09,369.07,317.013.0 18.9 22.0 19.2 13.2
EU 3,778。9 4,162.210,71;.08,044.010,464.07。6 7.2 9。1 16.5 18.8
フラ ンス 1,795.2760.5 一3E.0 787.04,266.0 3.E 13 0.0 1.6 7.7
ドイ ツ 951.31,063.92,101.0412.01,355,0 1.9 1.9 1.E 0.8 2,4
オラ ンダ 2,165.3一1,024.6 4,426.05,764.02,789.0 4.3 一1.8 3.8 11.8 5.(
イギ リス 1,380.21,432.53,696.0897.0 999.0 2.8 2.5 3.1 1,8 1.8
ASEAN 3,988.7,804.210,679.012,062.09,845.0 8.0 13.6 9.1 24.7 17.7
シンガポール 3,393.56,968.79,853.C11,638.09,695.0 6.8 12.1 8.4 23.E 17.4
香港 6,948.25,443.914,813.C3,839.03,731.013.9 9.5 12.6 7.9 6.i
ス イ ス 396.61,315.93,942.C一348.0 1,412.0 0.8 23 3.3 一〇.7 2.5
Source:BankofThailand
まずFDI総額の推移 を見ると,バ ーツ建てでは順調 に増大 している。98年も上半期の小計
では1,045億バーツにな り,97年1年間の1,177億バ ーツとほぼ匹敵する金額 に達 している。
金融危機 にもかかわらず,タ イの潜在成長率 と輸出基地 としての良好 な条件 に高い信頼を置い
て,海 外か らの投資が継続 しているのである。97年末に実施 した タイ向け投資のためのイメ
ージ ・キャンペーンもい くらか寄与 したかも知れない。BOIによれば,イ メージ ・キャンペー
ン以前の97年9月 に実施 した調査では 「タイでの投資 を拡大する」 という企業は30%に過 ぎ
なかったが,イ メージ ・キャンペーン以後の98年5月に実施 した2回 目の調査では 「タイで
の投資を拡大す る」 と回答 した企業が37%に達 している(34)。
もちろん,バ ーツの減価で相対的に安 く買収できることや,破 綻 した企業の債権を額面の半
額近 くで買収できるメリッ トもある。金融再建庁(FRA)は,昨年末で閉鎖 されたノンバ ンク
56社の資産3,710億ドルの競売を98年12月15日に実施 したが,米 国金融機関を中心に12社が
応札 した。12社の中にはサイアム商業銀行な ど現地金融機関 も含 まれるが,GEキ ャピタル,
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モ ルガ ン ・ス タンレー,ゴ ール ドマ ン ・サ ックス,リ ーマ ン ・ブ ラザ ーズな どの米 国金融機 関
が軸 とな ってい る。 関係 者 の話 で は 「今 回 の応札 額 はせ いぜ い額 面 の40%程 度 で は ない か」
と言 われ ている(35)。現地 での ヒヤ リングで も,自 動 車が額面 の47～48%で 落札 された と聞 い
た。 た だ,そ れは最 初の競 売 とい う御祝 儀相 場で,実 際 は40%く らい にな るだろ うと言わ れ
て いたのであ る。外資系 金融機 関は,資 産 を割安 で入手 で きる機 会 を得 ている。
(b)地域別 特徴
実 際,海 外 直接 投資総 額 に占め る米 国の構成 比 は上昇傾 向 にあ る。海外 直接投資 総額 に占め
る米 国の構 成比 は,1995年には13.0%に過 ぎなか ったが,97年 に は22.0%にまで上昇 して い
る。98年第1・ 四半期 は19.2%,第2・ 四半期 は13.2%と若干 落 ちて はい るが,海 外 直接 投
資 は大 きなプ ロジ ェク トがあ るか ない かで増 減が 激 し く,四 半 期 だけ では判 断 で きない。98
年7月 にお ける米 国か らの海外 直接 投資 は49億バ ーツ と第2・ 四半期 海外 直接 投資額 の約7
割 に も達 す る。米国調査 会社 セキ ュ リテ ィーズ ・デ ー タに よる と,98年1月 ～11月 の米国企
業 に よるタイ投 資額 は13億 ドルで,前 年 同期 比で2.7倍に達 す る とい う(36)。
欧 州か らの海外 直接投 資 も活発 で あ る。EUか らの投 資 は,95年 段 階で海外 直接投資 総額 の
7.6%に過 ぎなか ったが,97年 は9.1%,98年第1・ 四半期 は16.5%,第2・ 四半期 は18.8%
と一貫 して拡 大 して いる。EUの 投 資額 は,98年7月 には60億バ ー ツ,8月 に は78億バー ッ
と,日 本 のそ れぞれ41億 バ ー ッ,47億 バ ーツ を凌 駕す る に至 った。8月 に はオ ラ ンダ1国 で
63億バー ッ と 日本 を上 回 る投資 を行 っ てい る。EU以 外 では,ス イス も投 資 を拡大 してお り,
95年には0.8%でしか なか った構成 比が97年 には3.3%にまで達 してい る。98年第1・ 四半期
は純 流失 を記 録 したが,第2・ 四半期 には再 び2.5%に回復 して いる。
ASEAN,とい う よ りシンガポー ルか らの海外 直接投 資 も増大 してい る。 海外 直接投 資総額
に占め る構 成比 は,95年 の6。8%から96年には12.]%に拡 大 した。97年は8.4%とやや低下 す
るが,98年 第1・ 四半 期 に は23.8%,第2・ 四半期 で も17.4%となっ てい る。 これは,シ ン
ガポー ル ・ドル高 に よる シ ンガポ ール企業 の投 資 もあるが,在 シンガポール外資 系法人 か らの
投資 による ところが大 きい と言 われ てい る。
最 後 に,日 本か らの投資 も一見増 加 してい るよ うに見 え る。95年には138億バ ー ツを投資 し
全体 の27.8%を占めた。96年には構 成比が若 干下が る もの の,97年 に は424億バ ー ツを投資 し
て全 体 の36.0%に達 したか らであ る。98年に入 って も四半期 毎 に136億バ ー ツ,197億バ ー ツ
を投 資 し,全 体の27.E%,35.5%を占め てい る。 ところが,98年7月 には41億バ ー ツで全 体
の19.6%,8月 は47億バ ー ッで全体 の27.1%にしか達 して い ない。 日本 国 内の景気低 迷 と業
績悪 化 もあ り,救 済型 投資が 一段 落す れば新規投 資 は手控 え られ るこ とにな るか も知れ ない。
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(c)財別特徴
図表一15は,財別海外直接投資を示す。これまでの輸出入を表す図表や国別 ・地域別海外
直接投資 を表す図表 とは異なり,大幅な構成比の変化が見 られる。
図表 一15財 別海外 直接投資(ネ ッ ト・フロ ー)
(百万バーツ) (%)
1995年 1996年 1997年 1998年 1995年 1996年1997年1998年
Q1 Q2 Ql Q2
海外直接投資総額 49,887.057,472.0117,689.048,872.055,610.0100.0 100。0 100.0 100.0100.0
工業 14,114.317,941.85 ,337.02 ,384.02 ,969.028.3 31.2 49.6 4L7 37.7
電子機器 5,812.?6,095.018,446.01,186.03,613.011.7 10.6 15.7 2.9 6,5
機械・翰送機器 3,597.12,749.]12,873.04,648.08,319.4 7.2 4.8 10.9 9.5 15.0
金融機関 642.81,822.73,725.09,832.06,687.C 1.3 3.2 3.2 20.1 12.0
商業 11,111.613,797.633,947,08,877.012,976.(22.3 24.0 28.8 18.2 23.3
建設 906.1 1,782.E5,786.03,187.03,127.0 1.8 3.1 4.9 6.5 5.6
鉱山 ・採石 1,418.6489.6 653.0 294。0 649.Q 2。8 0.9 0.6 0.6 1.2
農業 232.3 51.2 37.0 15.0 0.0 0.5 0.1 0.0 0.0 0.0
サ ー ビス 2,186.13,162.29,082.02,407.4,387.0 4.4 5.5 7.7 4.9 7.9
不動産 21,245.819,054.(3,467.0215.0 302.0 42.6 33.2 2.9 0.9 0.5
その他 一1,970.E 一629.E 2,655.03,661.06,513.0一4.C 一1.1 2.3 7.5 11.7
Source:BankofThailand
まず,一 番大 きな変化 は不動 産投資 の激減 であ る。 不動 産投 資 は,95年 には212億バ ー ツあ
り,全 体 の42.6%を占め ていた。そ れが97年には35億 ドル に激減 し,構 成比 も2.9%とな った。
98年に入 って不動 産投 資の 縮減 は い っそ う進行 し,第1/第2・ 四半 期 とも微 々 た る投 資 に
とどまってい る。構成比 も0.4%,0.5%と3年前 とは比べ もの にな らない数値 にな っている。
つ ぎに,金 融 機 関へ の投資 が急拡 大 してい る(37)。95年には6億 バ ー ッで全 体 の1.3%に過
ぎなか った ものが,97年 には37億 バ ー ツで全 体の3.2%にな った。 それ が98年第1・ 四半期
だけ で98億バ ー ツの投 資 を行 い,構 成 比 も一気 に20.1%に達 したので あ る。 第2・ 四半 期 も
67億バ ー ツで全 体の12.0%を占めて いる。98年7月 には単 月で93億バ ー ツもの投 資 を行 った。
これ は同月の 海外 直接投 資総額 の44.5%を占める もので あ った。疲弊 した タイの商業銀 行や フ
ァイナ ンス ・カ ンパ ニー を買収 した り,そ れ らに資 本参加 した りしてい るわけであ る。 タイ政
府 の外資 規制緩和 策 に乗 じて,外 資 系金融 機関 がタ イの金融界 に地歩 を築 きつ つあ る。これは,
イギ リス での ビ ッグ ・バ ンにお け る 「ウイ ンブル ドン方 式」(38)を一 部採用 してい る と見 る こ
とがで きる。
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工業向け投資は,構 成比 を95年の28.3%から97年の49.6%へ急拡大 し,98年に入 っても
40%前後の構成比を維持 している。相変わらず工業向け投資の意欲は強いように思われるが,
工業の中心をなす電子機器 と機械 ・輸送機器の2つ の産業の動 きを見 ると楽観は許されない。
楽観で きない傾向は,電 子機器 に特徴的に表れている。電子機器向け投資は,95年の58億バ
ーツから97年の184億バーッまで増大 し,全体に占める構成比 も11.7%から15,7%に上昇 した。
それが98年に入ると激減 し,第1・ 四半期12億バーツ(構 成比2.4%),第2・四半期36億バ
ーツ(同6.5%)となっている。98年7月も13億バーツ(同6.1%),8月には4億バーツ(同
2.5%)しか投資は行われていない。
一方,機械 ・輸送機器 も順調に投資 を増や し,金融危機以後も10～15%の高い構成比を維
持 していた。 しか し,98年7月は11億バーツ(同5.4%),8月は6億 バーッ(同3.7%)と電
子機器と同 じような落ち込み を示すようになっている。両産業 を含む工業全体が,93年以降
の第3次 海外直接投資ブームで設備増強に力を注いでお り,現在は過剰設備問題に頭 を痛めて
いる時である。工業全体で新規設備投資意欲が急速 に盛 り上がることを期待するのは,か な り
困難であると思われる。
また,電 子機器 と輸送機器では置かれている立場が異なる。 ヒヤリング等 によれば,電 子機
器メーカーの場合,金 融危機打開策としてこれまでの内部留保を利用 した り,自前で資金調達
する企業が多いようである。一方,輸 送機器の場合,内 部留保 も十分でな く,危機の度合い も
強いために,親 会社からの資本金積み増 しで乗 り切ろうとするところが多いように思われる。
日本人バ ンコク商工会議所の調査 による図表一16でも,その傾向が裏付けられている。
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図表一16設 備投資資金の調達方法及び資金調達の通貨(98年度見込み)
(%)
調達方法 借 入 回答
エクイティ 内部留保 借入 借入先内訳 借入通貨内訳 企業数
親会社 金融機関 その他 円建 ドル建 バーツ建 その他
食料品 0 50 50 (35)(60)(5)(24)(10)(66>(0) 7
繊維 9 36 55 (33)(67)(0)(18)(49)(33)(0) 11
化学 5 47 48 (24)(76)(0)(22)(39)(37)(2) 23
鉄鋼・非鉄 0 44 57 (24)(76)(0)(36)(31)(33)(0) 20
一般機械 0 75 25 (100)(0)(0)(100)(0) (0)(0) 2
電気電子鰍 5 57 38 (24)(71)(5)(23)(47)(30)(0) 40
輸送用機械 12 46 42 (22)(68)(10)(27)(34)(39)(0) 22
精密機械 6 54 40 (50)(50)(0)(50)(45)(6)(0) 5
その他 6 41 53 (52)(49)(0)(32)(33)(35)(0) 18
製造業全体 6 48 46 (30)(67)(3)(28)(37)(35)(0) 148
(注)借入先内訳及び借入通貨内訳は借入 を100とした場合の割合
出典:バ ンコク日本人商工会議所(1998),14ページ
98年度の設備投資資金の調達方法 として,電 気 ・電子機械 はエクイテ ィ5%,内 部留保
57%,借入38%で行う予定である。一方,輸 送用機械はエ クイティ12%,内部留保46%,借
入42%で行 う予定である。設備投資資金 を内部留保等で賄 うとすれば新規の海外直接投資は
それほど増大 しないし,エ クイティ(増資等)で 賄 うとすれば一時的に終わるだろう。いずれ
にして も過剰設備問題を抱えていては,こ こしばらく大幅な海外直接投資は期待できないと思
われる。
(d)小括
ラムス テ ッター(Ramstetter,E.D.)関西大 学教授 に よれば,タ イの市場規 模 とその成 長が
外 国多 国籍企 業 の活動規模 を決定 す る主 要 な要因であ る(39)。1980年代後 半の好 況の 間,海 外
直接投 資 の増加(1988年)がGDP,民 間設備投資 の±曽加(1987年)を 導 いたので は な く,そ
の逆 で あ った(40)。とす れば,少 な くと も1999年は低成 長が 見込 まれ てい る タイに対 して は,
外 国多 国籍企 業 に よる海外直接 投資 が大幅 に増加す る可 能性 は少 ない のか も知 れない。
さ ま ざまな機 関 ・人 が予 測す る ところ によれば,1999年にお け る タイ の実質経 済成 長率 は
1%以 下 に な りそ うであ る。 日本 貿易振 興 会 ・アジ ア経 済研 究所 は98年12月に実 質経済成 長
率 が 一 〇.2%にな る と予 測 し,チ ュ ラロ ンコ ン大学 のナ ロ ン ・ペ ップラサ ー ト準 教授 は0%と
予 想,ア ジア開発 銀行(AsiaDevelopmentBank:ADB)は98年11月にそれ までの予測1,0%
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を0.5%に引 き下げた。98年12月1日に合意 された第6次 趣意書 によれば,99年の実質経済成
長率は1%に なると考 えられている(図 表一17参照)。
図表一17第6次 趣意書予測
1998年 1999年
予想 改訂 予測
実質経済成長率(%) 一7 .0 一7 .0～ 一8.0 1.0
消費者物価上昇率(%) 9.2 8.0 2.5～3.0
経常収支(10億ドル) 11～12 13.5 11
経常収支黒字/GDP(%) 10.0 11.5 8.5
外貨準備(10億ドル) 26～28 28.5 32～34
外貨準備/輸入月額(%) 7.0～7.5 8.5 8.5
外貨準備/短期債務(%) 77.5 113 178
Source:6thLetterofIntent
ラムステッター説に従えば,少 なくとも1999年はタイへの海外直接投資は急増 しそうもない。
しかし,ラ ムステ ッター教授 も認めているように,外 資系多国籍企業は資本 を形成 し,雇用を
創造 し,人材 を教育 し,技術を移転 し,効率的な管理技術 を導入 している。そのような活動を
通 じて,外 資系多国籍企業は現地のGDP成長率 に多大の影響を及ぼしているのである。金融
危機の今だからこそ,外 資系多国籍企業は現地経済に貢献するよう,そ の投資活動 を考慮 しな
ければな らない。また,現 地政府ならびに日本政府も,現 地企業に配慮 しつつ,外 資系多国籍
企業が現地経済に貢献できるよう,継続的施策を採用 してい く必要がある。
4.多 国 籍企 業 の 国際 ロジ ステ ィ ックスー 自動車 産業 の ケ ー スー(41)
金融危機はタイ経済に大 きな影響を及ぼ した。 とりわけ自動車産業への影響は甚大である。
以下,今 回の金融危機でタイ自動車産業が被った影響について説明 し,ついで 日系 自動車産業
が どのような打開策 を講 じているかを分析する。最後に,日 系 自動車企業の国際ロジスティッ
クス戦略における調達と販売の双方において,き わめて困難な課題が横たわっていることを明
らかにする。
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(1)自動車産業への影響
図表一18に見 られるように,タ イの 自動車市場 は96年まで右肩上が りに上昇 し,約60万台
規模 に達 していた。
図表一18タ イ自動車市場(1991-1998年)
1991268,544 1998(Jan.一Jun.)
1992362,987 C/V46,391units
1993458,461 P/C23,888units
600000 1994485,678 Tota170,277units
1995571,580
500000 1996589,1261997363,158
400000
363,156
300000 Total
231,096
200000 C/V＼ ＼ミ
100000 132,06C
P/C
0
1991 19921993 19941995 199619971998
出典:タイ工業連盟自動車部
この ため,日 系企業 を中心 と した既存 の 自動車組 立 メー カーは設備増 強 に走 り,GM,フ ォ
ー ド(&マ ツ ダ)の2強 もタ イにお け る工 場設立 を決 定 して いる(フ ォー ドはす で に稼 働)。
その 結果,在 タイ 自動 車組立 メーカー14杜の生産能力 は約120万台 に もな って いた。そ こへ 金
融危 機 が発生 す る。97年の販売 台数 は36万台 にまで縮 減 し,98年8月 には前 年比7割 以上 の
落 ち込 み となって いる。 しか もこの落 ち込 み は,図 表 一19に示 されてい る よ うに,乗 用車/
1ト ン ・ピ ックア ップ ・トラ ックに関係 な く,ま た メーカー別 に関係 な く,生 じている。
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図表 一19タ イ 自動車販 売(1998年1月 ～7月)
(単位:台,%)
総販売高 10大乗 用車 メー カー別
台 シェア 同期比 台 シェア 同期比
乗用車 26,614 33,3 一73 .0 ホ ンダ 8,687 32.6 一65 .0
トラ ック 43,335 54.3 一70 .3 トヨタ 7,974 30.C 一78 .8
その他 9,879 12.4 一70 .0 日産 2,084 7.8 一73 .9
総計 79,828 100.0 一71 .2 三菱 1,473 5.5 一80 .3
ベ ンツ 1,055 4.0 一71 .0
10大メー カー別販売売 高 現代 729 2.7
一69 .6
台 シェア 同期比
BMW 609 2.3 一64 .5
トヨタ 24.9 一76 .E
大宇 566 2.1 一29 .8
19,858
いす" 24.3 一68 .2
マ ツ ダ 525 2.0 一62 .8
19,422
ホンダ 12.1 一64 .9
ボルボ 480 1.8 一73 .6
9,647
日産 8,027 10.1 一76 .9 5大 トラ ックメ ーカー別
三菱 7,362 9.2 一73 .1 台 シェア 同期比
マ ツダ 4,184 5.2 一6] .4 い す" 17,050 39.E 一67 .7
フ オ ー ド 2,291 2.9 一7 .2 トヨタ 10,468 24.2 一74 .8
ベ ンツ 1,314 1.E 一67 .1 三菱 5,258 12。1 一70 .3
オペル 903 1.1 17.7 日産 4,332 10.0 一81 .5
クライスラー 814 1.0 一68 .9 マ ツダ 3,205 7.4 一58 .8
注1:「 同 期 比 」 と は 前 年 同 期(1997年1月 ～7月)比 の こ と
注2:「 トラ ッ ク」 と は1ト ン ・ピ ック ア ッ プ ・ トラ ッ ク を さ す
出典:BangkokPost,August21,1998
この状態は98年7月 ・8月において も継続 してお り,6月 までなん とか1万 台超あった月
間販売台数が両月 とも1万 台割れを起 こしている。家電な どの他産業が4割 前後の落ち込みで
あるのと比較 して も,大幅な落ち込みである。
なぜ,自 動車産業において大幅な需要減が生 じたのであろうか。主要な理由の一つは,自動
車が高額製品であるために購買力の低下が直に響いたことである。バブル経済に浮かれて,そ
れまで月収1.6～1.8万バーツほどの限界世帯 まで もが自動車を購入 していたが,そ れがはじけ
飛んで しまった。第2に,ロ ーンの貸 し手であるFCが金融危機 に陥って しまった。ローン会
社の倒産や貸 し渋 りでローンを組むことが困難になり,購入を諦め ざるを得な くなったのであ
る。以前 は,購 入金額の15%を頭金 にして48カ月のローンを組むのが普通であったが,金 融
危機以後 は,購 入金額の25%を頭金 として納め36カ月のローンを組むようになっている。 ヒ
ヤリングによれば,金 融危機前 は自動車購入者の8割 が割賦購入を利用 していたが,98年8
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月現在では自動車購入者の8割 が現金で購入 しているという。現金 を用意できる富裕層 しか購
入で きな くなったということだ。第3に,付 加価値税(VAT)のアップや金利の上昇,財 政削
減 による官公庁需要の減少などが自動車市場の落ち込みに拍車をかけている。
(2)国際ロジスティックス上の問題点
上記の理由を軽視するわけではないが,こ こでは国際ロジステ ィックスの観点か ら自動車産
業が抱える問題 を浮き彫 りにしてみたい。図表一2Cは,1997年10月,バンコク日本人商工会
議所が調査 したバーツ切 り下げの影響を産業別に整理 した ものである。
図表一20パ ーツ切 り下げの影響
件数,()は 割合(%)
好影響 悪影響 影響なし 回答件数
製
造
業
食料品
繊維
化学
鉄鋼 ・非鉄
一般機械
電気 ・電子機械
輸送用機械
精密機械
その他
6(46)
9(82)
7(18)
7(32)
1(17)
16(33)
0(0)
2(29)
2(18)
5(38)
2(18)
31(79)
15(68)
5(83)
31(65)
25(100)
4(57)
8(73)
2(15)
0(0)
1(3)
0(0)
0(0)
1(2)
0(0)
1(14)
1(9)
13
11
39
22
6
48
25
7
11
製造業全体 50(27) 126(69) 6(3) 182
非
製
造
業
商社
小売
金融 ・保険 ・証券
建設 ・土木
運輸 ・通信
その他
1(3)
0(0)
0(0)
0(0)
2(11)
0(0)
34(97)
15(100)
12(92)
32(100)
16(89)
7(88)
0(0)
0(0)
1(8)
0(0)
0(0)
1(13)
35
15
13
32
18
8
非製造業全体 3(2) 116(96) 2(2) 121
全 体 53(17) 242(80) 8(3) 303
(注)食 料 品および化学 において 「好影響」,「悪影響」の両方に回答 した企業があったため、総回答
件数は回答企業件数を上回っている。
出所:バ ンコク日本人商工会議所(1997),4ページ
図表 一20から,
①好調の繊維と食料品
②やや良好の鉄鋼 ・非鉄,電 気 ・電子機械,精 密機械
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③やや不良の化学,一 般機械,そ の他
④絶不良の輸送機械 と非製造業
という4つ に分類で きることが分かる。産業によって,こ のような違いが生 じるのは調達先 と
販売先が異なるためである。その違いを要約すると図表一21のようになる。
図表一21パ ーツ切り下げの業種別影響(タ イ)
販売先
調達先
国内 海外
国内
△
化学
◎
繊維
食料品
海外
・ ×
輸送用機械
○
電気・電子機械
出典:バ ンコク日本人商工会議所(1997),p4の表2よ り作成
①繊維 と食料品は,主 として調達先が国内で販売先が海外であるからバーッ減価は有利に
働いた。
②電気 ・電子機械 は,主 として調達先 も販売先 も海外 でバーッ減価は中立的かやや有利に
働いた。
③化学は,主 として調達先 も販売先 も国内で,バ ーッ減価は中立的に働 いたものの国内需
要減がやや不利に働いた。
④ 自動車 を含む輸送用機械は,主 として調達先が海外で販売先が国内であったため,バ ー
ツ減価 と国内需要減がダブルパ ンチでマイナスに働いたのである。
この結果,図 表一22に見 られるように,97年度の経常利益実績で 「利益拡大企業」の割合
は,① ～④ の産業で明確 に相違 したのである。
46 一 経 営 論 集 一
図表一2297年度の経常利益実績
()は 構成比(%)
黒字企業 収支均衡 赤字企業 合計 利益拡大 利益横ばい 利益縮小
企業 企業 企業 企業
食料品 4(40) 0(0) 6(60)10 4(40) 0(0) 6(60)
繊維 6(40) 0(0) 9(60)15 6(40) 1(7) 8(53)
化学 11(39)0(0) 17(61)28 2(7) 6(21)20(71)
鉄鋼 ・非鉄 8(32) 0(0) 17(68>25 3(12) 2(8) 20(80)
一般機械 5(63) 0(0) 3(38> 8 3(38) 2(25) 3(38)
電気 ・電子機械 31(63)2(4) 16(33)49 15(31)6(12)28(57)
輸送用機械 8(28) 2(7) 19(66)29 1(3) 0(0> 28(97)
精密機械 3(60) 0(0) 2(40) 5 2(40) 1(20> 2(40)
その他 16(55)1(3) 12(41)29 9(31) 0(0) 20(69)
製造業全体 92(46)5(3) 101(51)198 45(23)18(9)135(68)
(注)利 益拡大は,黒 字拡大,黒 字への転化,赤 字縮小,赤 字か ら収支均衡 を含む。
利益横 ばいは,黒 字横 ばい,収 支均衡維持,赤 字横 ばいで構成。
利益縮小は,黒 字縮小,赤 字への転化,赤 字拡大,黒 字か ら収支均衡 を含む。
出典:バ ンコク日本人商工会議所(1998),12ページ
すなわち,97年度の経常利益実績 を見ると,
①繊維 と食料品は共に 「利益拡大企業」が40%ある。ただ し,企業体質の強弱が元々二
極化 していたためか,「黒字企業」 も40%にとどまっている。
②電機 ・電子機械 は 「利益拡大企業」が31%だが,「黒字企業」 は63%に達する。 このよ
うな傾向は一般機械 ・精密機械にも見 られ,こ れら輸出型企業の好調 さが伺える。
③化学の場合,「利益拡大企業」は7%に すぎないが 「利益横 ばい企業」が21%とかな り
の数字に達する。「黒字企業」 も39%ある。
④輸送機械であるが,「利益拡大企業」は1社(3%)に す ぎず,残 り28社(97%)はす
べて 「利益縮小企業」である。その結果,な んとか 「黒字企業」 にとどまっているもの
は28%でしかない。
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(3旧系 自動車企業の対応
このような状況に対する日系 自動車企業の対応は,図 表 一23に見 られるように,原 材料 ・
部品調達等,コ ス ト,生産,販 売,資 金のさまざまな局面で実施されている。
図表一23日 系自動車企業の対応策
(複数回答:%)
原材料 ・部品調達等 自動車 製造業 生産 自動車 製造業
輸入か ら国内調達ヘ シフ ト 46 58 新規投資の削減 ・凍結 63 37
国内調達先の見直し 29 29 生産の縮小 50 25
日系企業からローカル企業ヘシフト 13 10 タイ国内からの撤退 0 1
原材料 ・部品の内製化 17 17 生産の一部 をさらにタイ国内へ 8 12
特になし 29 32 特になし 8 34
その他 4 6 その他 4 7
コ ス ト 自動車 製造業 販売 自動車 製造業
事務費の削減 64 61 国内か ら輸出へのシフ ト 50 38
在庫縮小 80 63 製品価格への転嫁 67 56
人件費の抑制 ・削減 96 54 輸出価格引き下げ 8 24
特 になし 16 15 特になし 21 23
その他 0 4 そ.の他 4 3
資金 自動車 製造業 輸 出のシフ ト先 自動車 製造業
為替予約等 リス クヘ ッジ 50 38 日本 75 58
バーツ借入への シフ ト 67 56 アセア ン 58 59
借入の繰上償還 8 24 アジアNIEs 17 24
親会社からの増資 ・借入等 21 23 米国 0 17
特 に な し . 4 3 欧州 0 18
その他 0 4 その他 0 9
出典:バ ンコク日本人商工会議所(1997),表9～14より作成
まず第1に,「原材料 ・部品調達等」においては 「輸入か ら国内調達ヘシフ ト」が46%で最
重要の対策 と考 えられている。これは先述の ように,バ ーツ減価 によって大幅な輸入差損が発
生 したことから当然の策 といえる。ただ,興 味深いのは製造業平均(58%)よ り低い数値に
なっていることである。「国内調達ヘ シフ ト」 した くても簡単 にはで きない自動車産業の特徴
が よく表れている。ついで 「国内調達先の見直 し」(29%)や「日系企業 からローカル企業へ
のシフ ト」(13%)なども見 られるが,あ ま り大 きな数値ではない。む しろ 「原材料 ・部品の
内製化」(17%)がヒヤリング等で も重視されていた。業界用語で 「内作」 といわれる内製化
は,従 業員の雇用を維持 し,原材料 ・部品の品質を高め,為 替差損 を緩和するために,数 値以
上に実施されている可能性がある。
第2に,「 コス ト」では 「人件費の抑制 ・削減」が96%と圧倒的に重視 されている。製造業
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平均が54%であることと比較 しても異常 に高い数値である。「人件費の抑制 ・削減」はまず,
へ',"
常雇用以外の契約社員 ・季節工 ・パー トなどの再雇用停止ない し解雇から始 まる。多 くの企業
ではこれらの社員を 「従業員」の中に含めていない ことが多 く,デ ータ的には従業員数一定 と
い うこともあ りうる。訪問 した自動車関連企業では,ほ とんどの企業がこのような一時社員の
削減を実施 していた。一時社員のつ ぎが正社員である。大手企業においては,98年夏時点で
正社員に削減に踏み込んだものは少なかったが,体 力のない中小零細企業では既 に正社員 も解ド
雇の対象になっている との ことであった。コス ト面の対策では,そ のほか 「在庫縮小」(80%),
「事務費の削減」(64%)なども実施されている。
第3に,「 資金」面では,「バーッ借入へのシフ ト」(67%)と「為替予約等 リスクヘ ッジ」
(50%)が重視されてお り,かつ製造業平均(各 々56%,38%)よりも高い。 ドルなどの外貨
借入はバーツ減価 によって自動的にバーッ返済額が膨 らむため,為 替変動のないバーッ借入ヘ
シフ トしようというものである。企業によっては,本社の方針で外貨借入を元々禁 じられてい
るもの もある。 しかし,バ ーッ借入がそのまま有利になるかといえばそうではない。バーツ借
入金利が きわめて高いからだ。 もともと外貨借入に していたのは,バ ーッが ドル ・ペ ッグで安
定 しているために金利の安い外貨建 てで借 り入れた方が有利だったからだ。前掲図表一8に 見
られるように,バ ーッ金利は一時20%を超すほどに高かったのである。外貨借入(ヒ ヤリン
グではほぼ7～8%)と 比較 して著 しく不利であった。さらに,バ ーツが ドルにリンク してい
たため為替予約等のヘ ッジをかける必要 もなかった。 もっとも,93年のBIBF創設以降のバブ
ルに危機感 を抱いてヘ ッジをかける経営センスに欠けていたことは責め られるだろうが,一 般
にヘ ッジの必要性は薄かったのである。バンコク日本人商工会議所の調査では,自 動車業界の
借入通貨割合 は ドル52.8%,円19.4%,バーツ27.9%であ り,ヘ ッジ率は ドル7.5%,円に至
ってはゼロ%で あった。これは製造業全体で もほとんど変わらず,借入通貨割合は ドル62.2%,
円9.4%,バー ツ28.4%であ り,ヘ ッジ率は ドル8.5%,円0.1%(精密機械のみ)と いう状態
であった(42)。変動相場制 に移行 した現在,ヘ ッジ率は上昇するであろうが一方的に上昇する
かどうかは不明である。というのはヘ ッジにもまたコス トがかかるからだ。 自動車企業ではな
いが,あ る大手電子 ・電気 メーカーでは ドル借入金利7%,ヘ ッジコス ト8%で 計15%にな
り,や や低下 したバーツ借入 コス トよ り不利になるとい うことであった。そのため,こ の企業
では為替予約 をせずマ リーやスワップなどで為替変動に対処 しているとのことであった。
第4に,「生産」においては 「新規投資の削減 ・凍結」(63%)や「生産の縮小」(50%)は
やむをえない。 もともと,自 動車業界は90年代半ばに新工場の設立など規模拡大投資 を実施
してお り(過剰生産能力),新規投資が急拡大する余地は少なかったのであるが,大 幅 な国内
需要減によって製造業平均(37%)を はるかに上回る比率で投資抑制せ ざるをえなくなった
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のである。「生産の縮小」 も製造業平均(25%)の倍の数値 を示す。時間短縮,休 業,一 部工
場 閉鎖などの生産縮小が実施 されている。ある大手組立メーカーでも2ヵ 月間の完全休業が実
施された。一方,「タイ国内からの撤退」を考えている企業は皆無である。 タイの将来 に対す
る希望 と信念は揺 らいでいないということだろう。とりわけ自動車産業においては,タ イの自
動車生産はただ単 にタイ国内需要のためだけと理解 されるべ きではな く,ASEAN全域あるい
は世界市場を睨んだグローバルな国際 ロジスティックスの観点から捉えられる必要がある。 し
たがって,「生産の一部をさらにタイ国内へ」(8%)と いう動 きが見 られることになろう。訪
問 したある大手部品企業においては,日本本社から分けてもらった日本市場向け製品の生産が
工場内ではもっとも活発 に行われていた。
第5に,販 売においては 「製品価格への転嫁」(67%)や 「国内か ら輸出への シフ ト」
(50%)を考 える企業が多い。原材料 ・部品価格の高騰で大幅な利益減 ない し赤字に陥ってい
る企業がほとんどで,製 品価格への転嫁はやむをえない。 しか しなが ら,値上げがその まま認
め られるか否かは別問題である。まず需要そのものが減少 してお り値上げをすればいっそうの
需要減につながる。 タイのディーラーは地方の名士が多 く,家電販売や不動産事業などの多角
経営を行ってお り,メーカーに対 し(日本の状況と比較 して)相対的に強い発言力を持ってい
る。これ らのディーラーが値上げに難色 を示 したり,値上げを認める代わ りにより多 くのリベ
ー トを要求 したりする。金融危機以降,タ イの組立メーカーは現地のディーラー ・システムを
維持するため に多大の投資 を迫 られたのである。「国内から輸出へのシフ ト」は,国 内需要大
幅減 とバーツ減価 を考えれば当然の策であるが,50%(製造業平均は38%)と意外 に低い数
値になっている。 これは,一 つにはタイ国内需要(組 立メーカーや大手部品メーカー)の みを
対象に進出 した中小零細企業にとって輸出ヘ シフ トすることが困難であるという事情があるだ
ろう。 自動車産業は日本国内のピラピッ ド型下請け構造をそのままタイに移入 しているため,
ピラピッド下層の中小零細企業にとっては販売先の戦略的選択が困難 なのである。また,別 な
事情 として,組 立 メーカーや大手部品メーカーでさえ国内販売か ら輸出ヘシフ トするのは簡単
ではない,と いうことがある。これについては後述する。
第6に,「輸出のシフ ト先」は 「日本」(75%),「アセアン」(58%),「アジアNIEs」(17%)
となっている。 この調査は金融危機の3～4カ 月後に実施 されたものであるから,当面は日本
(親会社)の 販売先割譲 という支援 で乗 り切 ろうとい う意図が読みとれる。ASEAN地域にも,
BBCやAICOなどの地域統合に望みを託 しつつ,販売拡大 を期待する姿が明らかである。実際,
日本の親会社がこれまでの日本生産一 日本販売 という合理的な形態 を崩 し,敢 えてタイ生産一
日本販売 という支援策をとったため日本への輸出が増えた企業が多い。また,完 成品や部品の
一部がASEAN諸国へ輸 出されている。 しか しながら,金融危機から1年 後の98年夏の段階で
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は,輸 出先 はむ しろオセアニアや中東にシフ トしている。需要好調の欧州へ も現地生産 ・現地
販売 を補完する形で輸出が行 われている。 このような輸出の拡大,あ るいは輸出先の多様化は
今後 も進展 してい くであろうが,後 述するように,こ れもさまざまな課題 を抱えている。
そこでつ ぎに,国 際ロジスティックスの2つ の主要側面,す なわち原材料 ・部 品調達等の
「輸入か ら国内調達ヘ シフ ト」 と販売における 「国内から輸出へのシフ ト」が,現 実の ところ
極めて困難であることを示すことに しよう。
(a>国内調達の困難性
図表一24は,在タイ 日系 自動車組立メーカーA社 の車種別国産化率を示す。
図表一24組 立メーカーA社 の車種別国産化率(1997年度)
乗用車P
乗用車Q
乗用車R
商用車X
商用車Y
0102030
出典:A社 資料
4050 6070 8090 100%
乗 用 車 は54%と いう ローカ ルコ ンテ ンッ規制値 どお りの乗用 車Rか ら71%の 乗 用車Pま で
ある。1ト ン ・ピックア ップ ・トラ ックは規制値 が高 いの で,商 用車Xは85%と 高い 国産化
率 に な って いる。大 型 トラ ックの規制値 は45%で あ り,商 用車Yは か ろ う じて これ を クリア
して い る。A社 におけ る5車 種 の平 均 国産化 率 は,図 表 一29か ら単純 計算 す る と,63%で あ
る。
この ロ ーカル コ ンテ ンツ63%と い う数値 は決 して低 い もの では ない。 図表 一25は1990年代
初頭 におけ るタ イ日系 自動 車組立 メーカー6社 の部 品調 達 を示 して いる。
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図表一25自 動車組立6社 部品調達の方法
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(品目構成比率:%)
国 内調 達(53.3) 輸 入(46.7)
全 体
内製品 日系企業 現地企業 日本から
ASEAN
か ら
NIEs他
か ら
456 26 75 142 212 1 0
全 体
100.0 5.7 16.4 31.1 46.5 0.2 0.0
エ ン ジ ン 部 品 100 5.0 8.0 25.0 62.0 0.0 0.0
電 装 部 品 87 3.4 27.6 25.3 43.7 0.0 0.0
駆 動 ・伝 導 ・操 縦 76 1.3 6.6 15.8 75.0 L3 0.0
懸 架 ・制 動 装 置 40 10.0 22.5 30.0 37.5 0.0 0.0
車 体 部 品 87 12.6 6.9 46.0 34.5 0.0 0.0
用 品 ・搭 載 工 具 66 3.0 34.8 47.0 15.2 0.0 0.0
出所:北 村(1992),43ページ
こ こでの構 成比 は価 格構成比 で はな く品 目構 成比で あるが,ロ ー カル コンテ ンツは53.3%で
ある。 しか も,国 内調 達の過半 数 は現 地企業 であ り,輸 入の ほぼすべ てが 日本か らの もので あ
る ことが分か る。 また,「駆動 ・伝導 ・操縦 」部 品や 「エ ンジン部 品」 な どの基 幹部 品 は日本
か らの輸入 比率が高 い(各 々75.0%,62.0%)。一方,「用 品 ・搭載工 具」 や 「車体部 品」 な ど
の平 準化 部品 は現地企 業 か らの調 達比 率が高 い(各 々47.0%,46.0%)。この ような輸 入部 品
の技 術 水準 が高 い こ とが,輸 入 を国内調 達 に簡単 に切 り替 え られ ない一 つ の理 由 にな ってい
る。
図表 一26は,97年度現在 のA社 の部 品調 達先 を示 してい る。
図表一26組 立メーカーA社 の部品調達先(1997年度)
会社数(%) 取引額% 主な生産品目
日系企業 53(46) 75 電 装 品 ・シ ー ト ・内 装 品 ・ガ ラ ス ・バ ッ テ リ ー ・
ラ ンプ ・ハ ー ネ ス ・タ イ ヤ ・エ ン ジ ン 等
日系技援有 17(15) 12 エ キ パ イ ・ラ ジ エ ー タ ・鋳 物 ・プ レ ス 品 等現地
企業 純 ロー カル 25(22) 2 シ ー ト ・ ドア ト ソム ・プ レ ス 品 ・小 物 樹 脂 部 品
欧米系 4(3) 3 タイヤ
BBC 16(14) 8 ミ ッ シ ョ ン ・ス テ ア リ ン グ部 品 ・ ドア プ レス 部 品 ・
エ ン ジ ン コ ン ピ ュ ー タ 等
合計 115(100)100
出典A社 資料
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会社数を見ると 「日系企業」が46%と最大であるが,「純ローカル」企業 も22%ある。その
他,「日系技援有」(日系企業か らライセ ンス供与 を受けている現地企業)が15%,BBC(自
動車部 品相互補完計画)に よる輸入が14%となっている。会社数ではなく取引額の構成比 を
見 ると,「日系企業」が75%,「日系技援有」が12%,「純ローカル」企業が2%,「欧米系」
企業が3%,BBCが8%,と なっている。会社数に比べてはるかに 「日系企業」の割合が高 く
なっているのは,そ れだけ付加価値の高い部品を 「日系企業」から調達 しているということだ
ろう。それは,図 表右端の 「主な生産品目」 に示 されてお り,「日系企業」か らは電装品やバ
ッテリー,ハ ーネス,エ ンジンなどを調達 し,「純 ローカル」企業か らはシー ト,プ レス品,
小物樹脂部品などを調達 している。調達先 によって技術水準が異 なることは,前 掲図表一25
でも見たとお りである。
図表 一26には内製品項 目がな く,国内調達 ・輸入の区別 もない。 しか し,ヒ ヤリングによ
るとローカルコンテンツ率の高い商用車であっても2～3割 は輸入であ り,かつ現地調達部品
のうちかなりの部分が輸入品であって,実 質的な輸入比率は5割 近 くになるとのことであっ
た。
図表一26で注 目すべ きは,「純ローカル」企業が取引額ベースで2%し かないとい う点であ
る。国産化率を高めるためには純 ローカル企業 との取引を拡大 しなければならないが,現 実に
は製品種類 ・品質 ・納期 ・価格などの点で純ローカル企業に依存することができない。タイは
東南 アジア諸国の中では自動車産業のサポーティング ・インダス トリーが もっとも発達 してい
る国と言われているが,そ れで もこのような問題を抱えているのである。
もう一つ,注 意 しなければならない点がある。「日系企業」の中の現地 「日系企業」からの
調達 に関 してである。A社 のような組立メーカーは,現 地に進出している日系部品メーカーか
ら調達することによって国産化率 を高めることができる。 しか しなが ら,日系部品メーカーも
同様のことができるであろうか。それがなかなか困難なのである。
図表一27は,ある日系部品メーカーの原材料調達先を示 している。
図表一27部 品メーカーB社 の原材料調達先(1998年8月18日現在)
区 分 項 目 詳 細
経 路 商社→コイルセンター→B社/月平均使用量約450t日本か ら材料輸入
(新日鐵) 購入形態 組立メーカーW社 向け W社の集中購買を利用
その他 一般購買
Vendor向け支給 外注Vendorに対しB社購入額の約40%を無償支給
出典:B社 資料
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この企業 は乗用車の フレームを作 っているのだが,そ のための原材料はすべて 日本の新日鐵
か ら調達 している。同社の社長の談話によれば,日 本か ら調達 しなければ組立メーカーが要求
する品質水準に達 しない,と の ことであった。結局,日 系組立メーカーは現地に進出 している
日系部品メーカーか ら調達することによって国産化率 をなんとか高 く維持できるのであるが,
日系部品メーカーの多 くはその原材料 ・部品 ・中間品の多 くを日本など海外か ら調達 しなけれ
ばならず,ト ータルな意味で ローカル ・コンテンツを高めることは困難なのである。地域統合
を背景 とする自動車部品相互補完計画(BrandtoBrandComplementation:BBC)を利用する
としても,現在の ところ総調達額の8%に しか過 ぎない。
(b)輸出シフ トの困難性
もう一つの対応,販 売先を国内から海外ヘ シフ トすることはどうだろうか。バ ンコク日本人
商工会議所の1998年調査 では,97年度実績で総売上高の5%に す ぎなかった輸送用機械産業
の輸出比率が,98年度には18%に拡大す る見通 しである(43)。それでも製造業平均 の63%
(98年度:97年度 は53%)からすると微 々たるものにすぎない。 また図表 一28は主要企業4
社の輸出実績を示 している。
図表 一28主 要 自動車 メーカーの輸 出実績(1998年1～6月)
(単価:台,%)
国内 輸出 合計 輸出比率
三 菱 6,287 24,636 30,923 79.7
ト ヨ タ 17,541 491 18,032 2.7
い す" 17,229 22 17,251 0.1
本 田 8,738 314 9,052 3.5
Source:BangkokPost,August14,1998
97年夏 の金 融危機 以前 か ら輸 出 シフ トを してい た三菱 は,98年 上半 期 に2万4,636台の輸 出
実 績 を残 してい るが(輸 出比 率79.7%),他の3社 は500台に も満 た ない 数値 であ る(輸 出比
率0.1～3.5%)。新 聞報 道等 による と,こ の3社 もオセ アニ アを中心 に輸 出 を拡 大 す る意 向で
ある。 た とえ ば本 田は,オ ース トラ リアとニュ ージー ラン ドに アコー ド ・セ ダン(米 国版幅広
プ ラ ッ トフォーム使用)を6,000台輸 出する計画 であ る。 これは金額 にす る と35億バ ーッにな
り,こ れ によ って本 田 の輸 出総額 は97年の92億バ ー ツか ら98年には130億バー ツに達す る と
予 想 されてい る。 この他,本 田は,そ の アジ ア ・カーで ある シテ ィを シンガポー ル とブルネ イ
に も輸 出 して いる。 オー トバ イや汎用製 品の完成 品お よびノ ックダ ウン品 を含め る と,本 田 は
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世界50力国に輸出 しているという(44)。トヨタもオース トラリア向けに,98年8月にはハイラ
ックスCキ ャブ(後 部座席有 り)を,同12月 にはハイラックスBキ ャブ(後 部座席無 し)を,
そ して99年2月にはハイラックスWキ ャブ(4×4,タ イガー)を 輸出する計画である。 ま
た,ア ジア ・カーのソルーナ(SOLUNA)は既にブルネイに輸出されている(45)。二輪車では
川崎重工業が,98年予定輸出台数2万 台を2001年中に10万台まで増加 させる予定である。そ
の主 な輸出先は東南アジアならびに南アフリカである(46)。
しか しなが ら,オセアニアを含む海外市場が タイからの大量の輸出自動車 を受け入れる余地
があるか どうか疑問である。オセアニアは1980年代半ばたおける輸入 自由化政策への転換で
海外か らの輸入が有利になったものの,も ともと市場規模 として大 きなものではない。今で も
操業 を続ける日米自動車企業との競争や海外か ら輸入される自動車 との競争 も厳 しいものがあ
る。一方,ヨ ーロッパ市場は相対的に好調で,現 地生産を補完する形で若干はタイか らの輸出
が望めるだろうが,数 十万台規模の輸出ができるわけではない。現在好調の ヨーロッパ域内に
おいても,基 本的には過剰生産設備問題 を有 している。独立国家共同体(Commonwealthof
IndependentStates:CIS)諸国も需要が爆発的に増 えているわけではない。 ロシアの場合,
ルーブル危機によってむ しろ需要は大 きく低迷 している。 日本市場のダウンも厳 しい。1998
年第1・ 四半期に販売が前年 同期比で20.i%落ち込み,98年上半期には生産が前年同期比で
12.1%減少 している。とてもタイからの輸出を吸収でき'る状況にはない。そ して何 より,自動
車産業 は世界的な規模で過剰生産能力問題を抱 えており,約100万台分の過剰生産能力を持つ
タイ自動車産業が 自由に輸出できる環境ではないのである。
さらにタイの自動車輸出には問題がある。 タイ国内で販売で きる製品が,そ のまま輸出でき
るわけではないのだ。最低,輸 出先の品質基準 を満たさなければならない。たとえばオセアニ
アに輸出するとしよう。オセアニアではタイよりも高度な品質を要求される。ある組立メーカ
ーの場合,日本か らの輸出をタイか らの輸出で代替するので,日 本製並の品質を満たさなけれ
ばならない と言 う(ヒ ヤリング)。そのためにはタイ製品の品質を数段高めなければならない。
ある企業では,輸 出のための最低条件を満たすだけで約3カ 月かかったという(ヒ ヤリング)。
そのためには自社の生産工程の改善や自社の従業員のスキルアップばか りでな く,調達先の品
質向上 も達成す る必要がある。
図表一29は大手部品 メーカーC社 の調達先育成策である。
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図表一29部 品メーカーC社 の調達先育成策
1.進 め方
従 来 今 回
問題を指摘 し,仕入先の努力改善 共に汗を流 し,共 同で改善
手間はかからないが効果小 手間はかかるが効果大
2.目 標(ま かせて安心 な仕入先作 り)
(1)導入 ・基礎段階(下 図参照)完 成
(2)日本並仕入先監査システムの導入
・仕入先支援の効率化
・監視
(3)C社タイスタッフの育成
3.結 果
・仕 入先
相互研鐙
・自主改善
活動定着・高度加工
技術指導
5S意識付
工程改善動機付
・信頼関係
今後
→
導入 基礎
出典:C社 資料
応用 定着 交流
従来,問 題点を指摘するだけで後は調達先の自助努力に期待 していたや り方か ら,現場に入
り込んで,共 に汗を流 し,共 に改善を進める方式 に変更 している。そ して,こ れまで実施 して
きた意識付け,動 機付け,信 頼関係,5S(整 理 ・整頓 ・清潔 ・清掃 ・しつけ),工程改善な
どから一歩進 んで,高 度加工技術指導,自 主改善活動定着,仕 入先相互研鎭 という所 まで実施
する計画である。C社 では,そ のため に本社からベテラン技術者を派遣 してもらい,現 場主義
の育成策 を行 っている。 しか し,これも長い道の りが必要であり,一朝一夕に完成するもので
はない。
(4)小結
ASEANにお い ては これ まで,自 動 車部 品相 互補 完計 画(BBC)一 アセ ア ン産 業協 力計 画
(ASEANIndustrialCooperationScheme:AICO)→共通 効 果特 恵 関税 計 画(Common
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EffectivePreferentialTariffCEPr)と地域統合計 画 を進展 させ て きた(図 表 一30参照)。
図表 一30BBC,AICO,CEPTス キームの概要 と比較
ス キー ム名 BBC AICO CEPT
ASEANBrand ASEAN ASEANFreeTrade
toBrand Industrial Agreement
正式名称 ComplementationCooperation CommonEffective
Scheme Scheme Preferencial
TariffScheme
特 典
輸 入 関 税
既 存 の 輸 入 関 税 の
50%減税
0～5% 2003年以 降0～5%
国産化率加算
輸入 国にお いて国産
化 品 目と しての取 扱
い
輸入国において国産
化品 目と しての取扱
い
各国の国産化義務制
度は撤廃
非輸入関税特典 な し あ り 非関税特典制度の撤廃
条 件
ASEAN域 内 コ
ンテ ン ト
50% 40% 40%
現地資本の参加 条件なし
地場 資本 が30%出
資 している企業*
条件な し
対 象
自動車 メーカー(ブ
ラン ドオーナー)に
よる部品相互供給が
対象
全 製 造 業 種 が対 象
(自動 車産業分野 で
は,完 成車,部 品,
半製 品,材 料すべて
が対象となる)
全製品が対象(自 動
.車,部品品 目は1993
年のAFEA発効時期に
はCEprスキームの対
象外 となっている)
開始時期 1988年10月 1996年11月 1993年
(注)*た だ し,各 国によってその国への貢献度から判 断 してこの条件 を免除 され る場合 もあるとの
報道 もあ ったが,未 確定。出資比率40%を主張する国 もあるが,イ ン ドネシア,フ ィリピンは
10～20%を主張。 また,輸 入国側に加工工程があることが条件。
出典 北村(1997),212ページ
金融 危機 以後,そ れ まで後 ろ向 きであ ったAICOの申請 を認 め た り,ASEAN投資 地域
(ASEANInvestmentArea:/駈IA)計画 に取 り組 んだ りしてい る(47)。
1998年12月16日,ASEAN首脳 会議 は,域 内の貿易 ・投 資の 自由化 加速,外 資 の投 資優 遇
策 の強化 を柱 とす る 「緊急経 済対 策」 と21世紀 に向け た 「行動 計画」,カ ンボ ジア加盟 承認,
一 タイ金融危機が国際ロジスティックスに及ぼ した影響 一57
ノ
な どを盛 り込んだ 「ハ ノイ宣言 」三文書 を採択 した。その 中で,ASEAN自由貿 易地域
(ASEANFreeTradeArea二AFrA)の目標 を前倒 しで実現 し,2000年までに対象品目の9割
の関税を0～5%に 引き下げることを目指す,と している。また,外 国企業の海外直接投資 を
促すためAIA計画の実施時期を2003年へ と7年 繰 り上げ,法 人税 も軽減することを打 ち出 し
ている(48>。
ただ し,これ らが計画通 り実行 されるとは思 われない し,ヒヤリング した企業の方々も懐疑
的であった。一般論 としては,そ のような地域統合によって市場 を拡大 し,部品 ・中間品 ・製
品の効率的生産 と流通 を達成 し,投資の相互浸透を図ることが不可欠であることは分かってい
ても,国 内市場が閉塞 している状況で市場開放的施策を実施することは国益上 きわめて難しい
もの と思われる。ASEAN諸国の中で比較的競争力の強いタイはこのような地域統合に積極的
であるが,当 面は困難 な状況が続 くものと思われる。
5.お わ り に
日系 多国籍 企業 は この10年間,ア ジア域内 での調達 ・販 売 を拡 大 して きた。図表 一31に よ
れ ば,暫日系 製造 業 ア ジア現地 法人 の域 内調達 額 は1986年度 の9,720億円か ら95年度 に は5兆
2,540億円に5.4倍化 した。 この増加 率 は北米(5.9倍)よ りは低 いが,欧 州(3.9倍)よ りも高
い。 しか も,域 内調 達比 率 は44.7%から55.6%に拡大 してい る。そ の分,日 本 か らの調達 が
47.4%から40.1%に縮小 し,こ の10年 間で 「調 達 の現地(同 一 地域)化 」が進 行 した ことが
分 か る。 しか も,域 内調達 の 中で も,現 地調 達率 が39.6%から40。3%とほ とん ど変化 しなか っ
たの に対 し,同 一 地域 内調 達 は5.1%から15.3%に3倍化 してい る。EUやNAFTAに 比 べ緩や
かで ある とはいえ アジアにお ける地域統合 の動 きが,経 済発展 に伴 う需要拡 大 とと もに,域 内
調 達率 の上昇 に寄 与 してい ると考 え られ る。
図表 一32に見 られる 日系製造 業 アジア現地法 人の域 内販 売額 は86年度 の2兆1,680億円か ら
95年度 には9兆1,920億円 に4.2倍化 した。 この増加 率 は北 米(3.2倍)よ りはるか に高 く,欧
州(4.1倍)よ りわず か に高 い。 域 内販 売 比 率 も,こ の10年 間 に拡 大 して い る。86年度 は
67.3%であ った域 内販売 比率 は95年には74.8%に拡大 した。 しか も,現 地販 売比率(53.5%→
59.6%)も同一地域 内販売 比率(13.8%→15.2%)もともに上昇 してい る。 日本 向 け販 売比率
は,調 達 と異 な り拡大 してお り,16.6%から18.1%にわず かなが ら上昇 してい る。 この結果,
北米 向 け輸 出(9.5%一4.2%)と 欧 州向 け輸 出(4.4%一2.0%)が 相 対 的 に地 位 を低 下 させ
た。
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図表 一31製 造業現 地法人 調 達先別仕 入高 の状況
《95年度》 単位:十 億円
463[7.8%]ヨ ーロッノ母
アジア2 ,708[45.9%]
5,25[55.f%]74[α8%]1,・ ・3[・蜘
3β06[40.:%]1,005[17.0%1
1,448[15.3%]
3,780[40.1%]2,45i[41.f%
,。9,。、%、 ㊥67・ ・1%・
15、[1.6%]3・739〔33・5%]79[・.7%]
北 米
6,795[60.9%]現地 調 達+域 内 調 達
6,672[59.8%]現地調達
123[1.1%]同 一地域調 達▽
《86年度 》
12[0.8%]ア ジ ア
ヨ ー ソバ
972[44.7%
862[39.6%]
X110[5.1%]_]116[0.8%]一 一 瓢 繍]
1,032[47,4%]722
54[1.5%、(亜)n匝1罪]
42[1.9%]2,269[64.1%]43[1.2%]
北 米
1,146[32.4%]現地調達+域内調達
1,140[32.2%]現地調達
6[0.2%]同一地域内調達
)
出 典 通 産 省(1998a),61ペー ジ
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図表一32製造業現地法人 販売先別売上高の状況
《95年度》
250[2;0%】
D
ア ジ ア
9,192[74.896]
7,328[59.696」
1,869[15296〕
79[1.1%]
単位:十億円
ヨ⑤){ へ
6,775[91.8%]ロ
4,062[55.0%]
ノ
2,713[36.8%〕
2,227[18.1%]300[4.1%]
_]㊥ 214[1.5%]
㎜一 藁 鵬一
北 米
13,679[92.8%]現地 販 売+域 内 販 売
13,040[88.5%]現地販 売売上高
合39[4.3%]同一地 域内販売 売上高
)
《86年度》
アジア
141[4.4%]
ヨ=='口
68[67.3%]
.
,722[53.5%1 1[0.1%]
1,656」
1,219[
」446[13.8%}
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・…%シ/勿
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7[25.3%]
11[0.3%]
EI本305[9
.5%]
???
?
?
北米
15[0.3%]
26[1.5%]
4,254[93.5%]現地 調L・+域内 調 達
4,101[90.1%現地調 達'
153[3.4%]fa7一域内調 達
出 典 通 産 省(1998a),59ペー ジ
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長期的にはこの ような傾向は継続するもの と思われる。国際ロジスティックスの調達 ・販売
双方において,域 内取 引が拡大す ることが予想される。 しか しなが ら,1997年7月の タイ ・
バーッ切 り下げに端を発する通貨 ・金融危機が,東アジア ・東南アジアの需要を激減 させ,域
外 との結びつ きを高め ざるをえないこととなった。域外か らの輸入や域外への輸出それ自体に
もさまざまな困難があるものの,今 回の金融危機が国際ロジステ ィックスの長期的傾向にしば
らく 「待った」 をかけることになる。
東南アジアを中心とした地域統合が どのように進展するかも国際 ロジスティックスの行 く末
に大 きな影響を及ぼすであろう。図表一33は1987年の,図 表一34は1997年頃の トヨタにおけ
る国際ロジスティックス展開を示 しているが,一 見 して,① より多 くの製品種類が,② より多
くの生産拠点間で,(③より頻繁 に)取 引されていることが分かる。この傾向も止めがたい も
の と思 われる。 しかしなが ら,今 回の金融危機で各国が保護主義を強めるな らば,AICOも
CEP]「も計画通 りの進展をみないか もしれない。ヒヤ リングでも地域統合への見通 しは厳 しい
ものが多かった。地域統合が分断 された各国市場を統合 し,規模の経済を働かせてより安 く生
産で き,分 業の利益 を享受できるということが分かっていても,各国の為政者は当面の危機 を
克服するために内向きにならざるをえないであろう。現地政府機関の ヒヤリングや新聞報道等
によればタイは金融危機以降も地域統合に前向きの姿勢を崩 していないが,周 辺国においては
(特に自動車産業 において)タ イの優位性 を懸念する声 も根強い。地域統合の動向については
今 しばらく様子 を見ることが必要だろう。
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図表 一33ト ヨタの 国際 ロジステ ィ ックス(ア ジア地域,1987年11月現在)
タ イ
?
→
?
SiamToyotaManufacturing
(トヨ タ40%)予 定
小 型 トラ ッ ク用 デ ィ ー ゼ ル
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(現地30%)68/11
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ε(((、('〔 〉〔(((一)
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オ ー ス トラ リ ア
ボ デ イパ ー ツ
ToyotaMotorThailand
(ト ヨ タ64.6%)64/2
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…?
L200人
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(タイ ト ヨタ48.9%)79/5
ハ イ ラ ックス の キ ャ ブ、 リ ヤ
デ ッ キ、 ボ デ ィパ ネ ル
60人
プレス金具i
治具i
マ レー・・〉
シアへ
国瑞汽車
(トヨタ22%)86/6
88年より乗用車、商用車
生産予定
190人
豊永股扮限公司
(トヨタ80%)86/6
プレス部品
L))))) )))u」
騨 糊鋤竺,
ξ PTToyota-Mobilindo(トヨ タ56.7%)77/5 P.T.Multi・Astra(現地100%)74/9 P.T.ToyotaEngine
商 用 車 の キ ャ ブ、 デ ッキ 、 ク レ ー シ ー ダ 、 コ ロ ナ 、
Indonesia
フ レー ム シー ト、 エ キ ゾ ー カ ロ ー ラ 、 ス タ ー レ ッ ト、 (トヨ タ51%)85/
ス トパ イ プ 、 フ ユー エ ル ダ イ ナ 、ハ イ エ ー ス 、 エ ン ジ ンユ ニ ッ ト
タ ン ク キ ジ ャ ン
860人 1,100人 50人
(注)日 付は生産開始 日,破 線は予定(推 定 を含む)
出典 大石(1988),78ページ
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図表 一34ト ヨ タの 国際 ロジステ ィックス(1997年度)
オー ス トラ リア
ボ デ ー ・内 装 部 品
THデ イーゼルエンジン①
フロァパネル ②
① ランプ類 ③プレス部品 ④
ニ ュ ー ジー ラ ン ド
1234
⑤⑥
MAス テ ア リ ング ギ ア ⑤
シ ョ ック ア ブ ソ ーバ ⑥
ラ ジエ ー タ ⑦
① ⑪
①のブロック
④
INシ リ ン ダー ブ ロ ック ⑨
ガ ソ リ ンエ ン ジ ン ⑩
プ レス部 品 ⑪
⑤ トルコ
⑤
?
?
⑨⑩
⑧
?
?
? ボデー ・
内外装部品
南アフリカ
⑤
台 湾
⑧の部品
PHト ラ ン ス ミッ シ ョン ⑧
プ レス部 品 ⑫
8
?
? 樹脂部品 ⑧
日 本 ① 0 ポル トガル
出 典 佐 藤(1998年),48ペ ー ジ
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前後 も多大なご支援を賜った谷口興二氏 と神田敏成氏(住 友生命 より出向)に は心から感謝す
る。 もとよ り文責 は筆者ただ一人にある。
(1)本文 中 のUSド ル 表示 は,図 表 一1の 「そ の他 投 資 」 を それ ぞ れ の バ ー ッ/ド ル期 申平 均(図 表 一1の 最 下
段)で 除 して求 め た もの であ る。
(2)97年6月 末 段 階 にお け る タイ に対 す る貸 出総 額 は694億ドル で あ り,そ の 貸 出 国 の 国籍 構 成 比 を見 る と 日
本 が54%で 欧 州 の28%,米 国 の6%を 押 さえ て圧 倒 的地 位 を 占め て い た。 小 峰(1998),15ペー ジ参 照 。
(3)滝井/福 島(1998),26ペー ジ
(4)経済 企 画 庁(1998),93ペー ジ
(5)井上 伊 知 郎 久 留 米 大学 教 授 は,中 国 ・元 や メ キ シ コ ・ペ ソの 切 り下 げ か ら タ イ通 貨 危機 ま で に時 間的 遅 れ
が あ る こ とか ら両通 貨の 切 り下 げ と タイ通 貨 危 機 に は関係 が 薄 い こ と を指 摘 し,む しろ1996年の世 界 全 体 の
貿 易停 滞 に 目 を向 け るべ きだ と主 張 され て い る。 重 要 な指 摘 で は あ るが,ヒ ヤ リ ング 等 で は や は り両 通 貨 の
切 り下 げ の影 響 が 少 なか らず あ った との コ メ ン トを得 てい る。 井 上 伊 知郎(1998)参照 。
(6)IBRD/湖3(1993)
(7)Krugman,P.(1994),邦訳(1995)
(8)経済 企 画 庁(1995)・(1998),小峰(1998)などを参 照
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(9)Radelet/Sachs(1997),邦訳(1998)
(1①渡 辺(1998)
01)たとえ ば,地 域 に よ る所 得 格 差 や都 市 にお け る貧 富 格差 に つ い て は林/中 澤(1996)を参 照 。 環境 問題 に
つ い て は ,拙 稿 「アジ ア にお け る 環境 問 題 と多 国籍 企 業 」 和光 大 学 ア ジ ア地 域 研 究 所 報(近 刊 予 定)参 照 。
(1オBOT(BankofThailand)資料 。B本 貿 易 振 興 会 ・ア ジア経 済研 究 所 の 依 頼 に よ り,1998年8月9日 ～26
日,タ イ で 実 地 調 査 を行 な っ た 。 主 な訪 問 先 はBOTやBO](BoardofInvestment),MOF(Ministryof
Finace),FRA(FlnadialRestuctu1ingAuthority),FIDF(FinancialInstitutionDevelopmentFund),NESDB
(NationalEconomicandSocialDevelopmentBoard)などの 政 府機 関や,自 動 車 お よ び電 子 ・電気 機 械 の 日系
企 業,お よび 若 干 の現 地 企 業 で あ る。 多 くの ヒヤ リ ン グや現 地 で入 手 した資 料,後 日送 付 して い た だ い た資
料,な らび に イ ン ター ネ ッ トで 入手 した資 料 な どが本 稿 の 基礎 に な って い る。
(13)アジア 経 済 研 究 所(1998),http;〃www.ide。gojp/Japanese/1998r/h10000.htm1。この ほ か,IMFやWB,
ADBな ど もよ り厳 しい見 通 しに 改訂 してい る 。
(14)滝井/福 島(1998),58ペー ジ
㈹ 堀(1998),110ページ
⑯ 財 政 の キ ャ ッシ ュ ・バ ラ ンス は1997年9月 に も黒 字 化 す る が,こ れは 主 と して増 税 に よ る一 時 的 収 入増 に
よ る もの で あ った 。
(功IMF趣 意書(LOI)つ いて はhttp://www.boしor.th/govnr/public/10i/10i-index.htm1参照 。 な お,1997年8月
～1998年12月の 問 に お け る6回 のLOIの時 期 は下記 の とお り。
第1回1997年8月21日 第4回1998年3月31日
第2回1997年11月25日 第5回1998年8月25日
第3回1998年2月24日 第6回1998年12月1日
(18)閉鎖 を免 れ たFC2社 は98年3月 に営 業 再 開 を認 め られ た。
(is)RIM(1998b),35ペー ジ
⑳ 堀(1998),111ページ
¢1)末廣(1998a),37ページ
㈱ バ ン コ ク 日本 人商 工 会 議 所(JCC)の 「日系 企 業 の貢 献 度 調 査 報 告 書(95年 度)』(97年6月 発 表)に よれ
ば,日 系企 業 の 占め る比率 は タ イ総 輸 出 額 の21.8%であ り,製 造 業 に限 って も17.9%であ る(RIM1998a,4
ペ ー ジ)。
㈲ 両 者 の 区別 に関 し,法 律 家 と して注 意 を促 して い る もの に 山 田(1998)などが あ る 。
伽)工 業 団 地 は,第1ゾ ー ン に12カ 所,第2ゾ ー ン に18ヵ 所,第3ゾ ー ン に26ヵ 所 あ る(BOI:
http://www.boi.go.th/business/99.htm1)。
㈲BOI:http://www.boi.go.th/main/newpoLhtm1によ る
¢⑤BOI:http://www,boi.go.th/main/june10Lhtm1によ る
㈲ 注(6)に 同 じ
㈲ 支援 産業19業 種 につ い ては,http://www.boi.go.th/main/por13.htm1参照 。
㈲ 特 定61業種 に つ い て は,http://www.boi.go.th/main/por12.htm1参照。
β① 注(7)に 同 じ
β1)BOI:http://www.boi.go.th/main/ang13.htmによ る
G⇒ 末廣(1998b),38・39ペー ジ
鰯 日本 タ イ協 会(1998),「タイ 国情 報 』32号(別 冊1)2月,21ペ ー ジ
鞠)BOI(1998),∬nvestmentReview,July15(イン ター ネ ッ ト)
X35)「日本 経 済 新 聞」1998年12月16日付 け朝 刊
(36)r日本経 済新 聞」1998年12月9日付 け 朝刊 。 一方,「 日本 経 済 新 聞 』1998年12月10日付 け 夕刊 に よれ ば,
98年1～9月 の タ イへ の 海 外 直 接 投 資(米 ドル 換 算)は,前 年 同 期 比 で50.5%の減 で あ る とい う。 恐 ら く,
これ はBOIの 資料 に 基づ くもの と思 わ れ る 。BOI発表 資料ThailandUpdate,1)θo召〃2b〃98(イン ター ネ ッ ト)
に よれ ば,98年1月 ～10月 のBOI認 可投 資 は1900億バ ー ツで 昨 年 同 時期 の3500億バ ー ツか ら54%も 減 少 し
て い る。 正確 な と ころ はBOTの 発 表 を見 る必 要 が あ るが,BOT資 料 は 現在 手 元 に98年8月 ま で の数 値 しか
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な い(し か もバ ー ツ建 て)。 国連 のWorldInvestmentReportfor1998は,タイへ の 海 外 直接 投 資 が97年 の36
億 ドル か ら98年の59億 ドル に増 大 す る もの と予 想 して い る。
働 こ の よ うな 欧 米 か ら の投 資 が 新 規 投 資 な の か 買 収 なの か,あ るい は 資 本 参 加 な の か は現 在 手 元 に資 料 が な
い の で 言 及 で きな い。 ただ,あ る調 査 会 社 に よる と,1997年に東 ア ジ アで 成 立 したM&Aの 総 額 は520億ド
ル と推 測 され て お り,株 価 低 迷 の ア ジ ア企 業(と りわけ 金 融 機 関)を 底 値 買 い す る 欧 米企 業 の姿 が 伺 い 知 れ
る。BusinessWeed,March2,1998。ヒヤ リン グで も欧米 企 業,と りわ け 欧州 企 業 に よ る金 融 機 関 や 中小 企 業
のM&Aが 盛 ん で あ る こ と を何 度 と な く聞 い た。
㈱ プ ロ ・テ ニ ス大 会 の 最 高 峰 ウ イ ンブ ル ドン大 会 に お い て は現 地 イ ギ リス 人 の優 勝 が 見 られ な くな った が,
「優 秀 で あ れ ば勝 つ の は外 国人 プ レイ ヤ ー で も結 構 」 とい う オー プ ンな態 度 が あ る 。 ビ ッグ ・バ ンに お い て も
「優 秀 で あ れ ば外 資 系金 融 機 関 で も結構 」 と い う態 度 を イギ リス 政府 は採 った 。 これ に対 し,日 本版 ビ ッグ ・
バ ンは,外 国 人 プ レイ ヤ ーの 数 を制 限す る 「Jリー グ方式 」 と呼 ばれ て い る。
働 ラ ム ス テ ッタ ー(1998),166ページ
㈲ 同上,168ペ ー ジ
(41)この 項 は,1998年9月12日 発 表 の 日本 経営 学 会 第72回大 会 ・共 通論 題 報 告(札 幌 大 学)「 在 ア ジ ア 日系 企
業 に お け る国 際 ロ ジス テ ィ ックス戦 略 の 展 望 」 に加 筆 ・修 正 した もの で あ る。
(42)バン コク 日本 人 商工 会 議 所(1997),8ペー ジ
(43)バン コク 日本 人 商工 会 議 所(1998),10ペー ジ
臼4)TheNations,August20,1998
㈲ トヨ タの輸 出 につ い て現 地 ヒヤ リ ング に よ る。
(46)7物θNations,August17,1998
㈲ 図表 一29の 出典 で あ る北 村(1997)のほか,箭 内(1998)も参 照 。
㈹r日 本 経 済 新 聞」1998年12月17日付 け朝 刊
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